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研究要旨 

平成 16（2004）年 7 月より市民による自動体外式除細動器（AED）の使用が認可された

のに伴い、市中で利用可能な AED（PAD）の設置が広がりをみせた。また時期を同じくし

て国際的な蘇生ガイドラインに基づいた心肺蘇生と AED を主とする一次救命処置（BLS）
の普及が始まり、市民による BLS 実施とくに AED の使用は救急隊到着後の処置開始と比べ

て社会復帰率の改善が報告されている。しかし心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の

時点が目撃された院外心停止のうち、市民による心肺蘇生は 50％程度、AED の使用は 5％
前後にとどまるなど実施への障壁はいまだ高く、市民による AED 使用事例に対するメディ

カルコントロール体制下での検証も十分にはなされていない状況がある。また、BLS に続い

て医療機関等で行われる二次救命処置（ALS）については、国際的な蘇生ガイドラインにお

いて体外循環式心肺蘇生法（ECPR）、体温管理療法、緊急冠インターベンションなどが推奨

され、これらを集学的に網羅する心停止センターへの患者集約が推奨された。わが国では救

命救急センターがその役割を担ってきたが、わが国における各地域での普及は一律ではなく、

またその充足状況を測る指標もない状況にある。 
そこで本研究では、メディカルコントロール体制における市民による AED 使用事例の検

証に関する体制整備と内部情報の利用に関する検討、実際に入手した内部情報（心電図記録）

に基づく AED および BLS の実施状況に関する解析の試みを行うとともに、先行研究で把握

された市民による BLS 実施の阻害因子をふまえて講習会受講後に残る身体的接触への躊躇

を含めた心理的障壁に関する検討、事前に登録された救助者に向けた心停止発生通知システ

ムの効果検証、児童・生徒における心停止登録事業と乳児心肺蘇生法の遠隔オンライン教育

に関する研究を通じて、AED を含む BLS のさらなる普及に向けた提言を目指す。また ALS
に関しては ECPR 多施設登録データからの実地医療における適応状況の検証と教育プログ

ラムの構築に向けた検討を行うとともに、救命救急センターを中心とした ALS 実施体制の整

備状況について人口や搬送時間と手段をふまえた指標についても検討を進めた。 
AED の普及状況に係わる調査としては、先行の厚生労働科学研究に引き続いて全国での

AED の販売台数についての調査を継続している。わが国において令和 4 年 12 月現在で、こ

れまでの販売台数はおよそ 150 万台となり、うち市中に設置された PAD が 84％（約 128 万

台）を占めた。1 年ごとの新規販売台数では PAD について 9 万台余であった。なお、本調査

は年間や累計の AED の販売（出荷）台数の調査であり、設置台数とは異なる。設置台数の
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把握はわが国ではなされておらず、販売台数と機器の耐用期間からの推定により約 67.6 万台

と計算されるが、あくまで推計値であり実際の設置情報が反映されているものではない。

AED は薬事法に規定する高度管理医療機器及び特定保守管理医療機器に指定されているが、

廃棄や設置状況の把握に関してオンラインでの稼働状況の常時管理や廃棄状況の把握に少し

ずつ取り組みの成果がみられており、一層の進展が期待される。 
市民による AED 使用事例の検証に向けた AED 機器に残された心電図情報、音声情報など

の内部情報の提供と活用について専門家より意見聴取を行ったところ、個人情報保護上の情

報の管理責任者は AED の管理者（設置者）となり、第三者（製造販売業者等）への提供は

原則本人の了解が必要となるが、AED の使用や作動についての検証など、公衆衛生の向上の

ために特に必要があって本人の同意を得ることが困難である場合には、本人の了解がなくと

も情報提供が可能であることが確認された。 
製造販売を行う一部の業者より提供を受けた AED の内部情報の解析から、市民救助者の

AED 使用状況についての把握を試みた研究では、AED が電気ショック適応と判定し電気シ

ョック可能となった後で、実際に電気ショックが行われるまでに 7 秒（中央値）のタイムラ

グがあること、ショックボタンが押されず内部放電により取り消される事象があること、心

電図解析中及び電気ショック時においても胸骨圧迫が継続されている事象があること、また

AED の心電図解析の際に救助者の胸骨圧迫により救助者の胸骨圧迫により誤判定が生じる

事象があること確認された。AED 内部情報の収集と解析・検証を体系的に行える仕組みの構

築を進展させ継続的に実施することにより、AED の普及啓発ならびに AED 機器の改良の方

向性の示唆につながるものと考えられる。 
BLS 実施の心理的障壁を考慮した教育プログラムに関する研究として、心理的障壁を取り

除くために効果的とされる若年齢からの BLS 教育について、学校教育における CPR や AED
教育が法制化されている国や地域での実情につき調査を行ったところ、実施状況にはばらつ

きがあり、教員が法律等を把握している割合も高くないとする報告があった。心肺蘇生講習

会を受講した市民における受講後に残る心理的障壁について行った質問票調査では、倒れた

人が知らない人の場合、倒れた人が身近な人と比べ、胸骨圧迫や AED の使用をためらうと

回答した人の割合が多かったが、その割合は対象者（回答者）の性別によって異なっており、

男性は責任を問われる可能性を、女性は手技への不安を抱えていた。実施をためらう理由に

ついて検討を深め、講習会において救命処置の実施を促すために考える機会をもつなどの内

容の見直し、社会への情報発信や社会・文化の醸成が必要である。 
先行研究より継続している事前登録救助者への ICT を用いた心停止発生通知システムの

効果の検証においては、モデル地域においての運用を継続しており、救命事例には至ってい

ないもののボランティア登録者の増加についてイベント等での啓発や講習会のオンライン化

による進展がみられているが、さらなる増加の加速とボランティアのアクティブ度を高める

ための取り組みが必要となっている。小児・乳児における AED 使用事例および医療従事者

への BLS の教育に関する検討では、小中学生、高校生の心停止例登録事業として二次登録を

開始し、登録症例 24 例のうち学校での発生 12 例は全例にバイスタンダーCPR、AED があ

り神経学的予後は良好であった。24 例のうちフォローアップされていた症例は 8 例 33％で

あった。 
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市民による AED 使用事例の検証に関しては、AED の内部情報の利用に関する障壁の把握

のため製造販売業者へのアンケート調査を行い、個人情報保護との兼ね合いの問題、依頼元

ごとに依頼目的や項目が異なり事案ごとに異なる対応が求められる問題、費用負担や抽出の

労務負担などが課題としてあげられ、全国的・組織的に対応できる体制の構築が重要と考え

られた。 
また二次救命処置（ALS）については、わが国における各地域の救急医療体制のなかで ALS

を適切に実施できる体制を効率的に整備していくための評価指標を見出すための調査とし

て、日本救急医学会診療の質評価指標に関する委員会との合同会議によるエキスパートオピ

ニオンに基づき、ストラクチャー、プロセス、アウトカムの各類型の指標案を策定した。1.
標準的な一次・二次救命処置、2.ECPR、3.経皮的冠動脈インターベンション（PCI）、4.体
温管理療法（TTM）、5.心拍再開後の post cardiac arrest syndrome（PCAS）に対する集中

治療、6.予後判定、7.リハビリテーション、8.臓器提供、9.プレホスピタル、10.他院からの

転送受入れの評価領域について、各類型の指標候補のそれぞれについて検討した。評価指標

を最終選定したのちには項目ごとに評価方法を定める必要がある。 
実地医療における体外循環式心肺蘇生（ECPR）の効果検証と普及のための教育プログラ

ムの構築に関しては、ECPR の効果検証を目的に研究分担者らにおいて進められてきた多施

設共同研究 SAVE-J II study においてデータの解析が終了し、合わせて ECPR の実態調査と

して各施設における適応や管理状況が発表された。これを受けて、安全な ECPR の実施のた

めの指針についての検討、教育法の構築について検討を進めた。 
以上の研究結果より、市中における AED の設置台数と稼動状況の正確な把握、AED 使用

事例の検証における内部情報の活用のうえでの機器および教育プログラムの改善への提言、

心理的障壁をふまえた教育プログラムの改善、心停止発生通知システムの活用による AED
活用の行動促進と迅速化、児童生徒の院外心停止についての症例集積による把握と乳児心肺

蘇生法の普及の促進、二次救命処置における ECPR 等の適応の最適化と教育の充実、救急医

療体制における実施体制整備への提言などを通じ、医療計画における救急医療体制のアウト

カム指標である心原性院外心停止の転帰をより一層改善させることができるものと考える。 

 

A．研究目的 

市民による自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator; AED）の使用が平成 16
（2004）年 7 月に認可された 1) 後、公共施設等

への AED 設置（public access defibrillation; 
PAD）が急速に普及し、令和 3（2021）年 12 月

までの全国でのAEDの販売台数の累計はおよそ

141 万台となり、内、PAD がおよそ 119 万台と

約 84％を占めた 2)。また、時期を同じくして国

際的な蘇生ガイドラインに基づいた心肺蘇生と

AED を主とする一次救命処置（BLS）の普及が

始まり、様々な講習などにより広がりをみせてい

る。先行研究 3) によれば、市民による除細動は救

急隊による除細動に比べて社会復帰率の改善が

期待されている。 
一方、令和 4 年版救急・救助の現況 4) によれ

ば、心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の

時点が目撃された 26,500 例（CA 群）中、一般

市民による心肺蘇生が行われたのは 15,225
（57.5％）であるが、AED の使用は 1,096 人

（4.1％）にとどまり、複数年続けて減少傾向に

あるなど心肺蘇生とAED使用についてはいまだ
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障壁がある。また、BLS に続いて医療機関等で

行われる二次救命処置（ALS）については、国際

的な蘇生ガイドラインにおいて体外循環式心肺

蘇 生 法 （ extracorporeal cardiopulmonary 
resuscitation; ECPR）、体温管理療法、緊急冠イ

ンターベンションなどが推奨され、これらを集学

的に網羅する心停止センターへの患者集約が推

奨された。わが国では救命救急センターがその役

割を担ってきたが、全ての救命救急センターでこ

れらの治療が昼夜を問わずに実施できるかは明

らかでない。 
本研究ではメディカルコントロール体制にお

ける市民によるAED使用事例の検証に関する体

制整備と内部情報の利用に関する検討、実際に入

手した内部情報（心電図記録）に基づく AED お

よび BLS の実施状況に関する解析の試みを行う

とともに、先行研究で把握された市民による

BLS 実施を阻害する因子をふまえての教育プロ

グラムに関する検討、事前に登録された救助者に

向けた心停止発生通知システムの効果検証、小

児・乳児における AED 使用事例の解析と胸骨圧

迫の深度測定等によるトレーニングの改善を通

じて、AED を含む BLS のさらなる普及に向けた

提言を行う。また ALS に関しては ECPR 多施設

登録データからの実地医療における適応状況の

検証と教育プログラムの構築に向けた検討を行

うとともに、救命救急センターを中心とした

ALS 実施体制の整備状況について人口や搬送時

間と手段をふまえた指標についても検討を進め

る。これらの結果より、市民から医療機関までを

含めた救命の連携について提言をまとめる。 
 

A-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

AED は市民による救護活動において欠かすこ

とができない機器となっており、国内で AED が

何台販売され、何台設置されているかについての

データは我が国の救急医療体制の基本データと

して重要なものである。本研究は、AED の販売

台数の実数と設置台数を明らかにすることを目

的とした。 
 

A-2．個人情報保護法令を踏まえた AED 内部に

残された情報の取り扱いに関する研究 

市民により AED が使用された事案において、

AED に記録された内部情報には心電図波形、さ

らに機種によっては使用時の音声記録が含まれ、

傷病者の状態、蘇生処置の実施や AED 動作の状

況などの情報が得られて有用な資料となりうる。

しかしその情報の管理者は誰か、また個人情報保

護法などの観点からどのように扱うのが適切な

のかは明確になっておらず、内部情報活用のうえ

で課題となっている。これをふまえ、内部情報の

取り扱いのあり方について明らかにすることを

目的とした。 
 

A-3．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通じ

た市民救助者の AED 取り扱い状況 

AED の普及が進んでいるなかで、市民による

AED 使用の件数を対象とした研究報告は少なく

ないが、適切な心肺蘇生を行えているか、AED
を適切に使用できているかなど、救急蘇生現場に

おける市民救助者の行動の実態を対象とした質

的な課題に関わる体系的な研究は見当たらない。 
本分担研究では、市民救助者が院外心停止に対

する心肺蘇生処置において使用したAEDの内部

記録情報を解析することで、市民の AED 取り扱

い状況を明らかにし、AED の普及啓発ならびに

AED の改良に資する新たな情報を提供すること

を目的とした。 
 

A-4．BLS実施の心理的障壁を考慮した教育プロ

グラムに関する研究 

1）海外における学校での CPR 教育に関する調査 

先行研究で指摘された蘇生処置実施に関する

心理的障壁について、それを取り除くため若い年

齢からの BLS 教育に接することが効果的と考え
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られることから、法律等により学校教育において

CPR や AED に関する教育が必須項目と位置づ

けられている国や地域での教育の実施状況を把

握することを目的とした。 
2）救命行動実施へのためらいに関する意識調査 

救命の連鎖に向けた地域社会での取り組みに

あたり、市民救助者の救命意欲を高め行動を促す

教育プログラムに向けた研究の一環として、心肺

蘇生講習会を受講した市民を対象に、倒れた人と

の関係性および性別ごとに救命行動の実施をた

めらう程度を明らかにすることを目的とした。 
 

A-5．事前登録救助者への ICT を用いた心停止発

生通知システムの効果の検証に関する研究 

市民救助者によるAEDの使用状況の向上にむ

けては、地域の救急システムや救助の意思をもつ

ものが心停止の発生を知ること、速やかに周辺の

公共AEDを入手して現場に届けることが課題と

なる。これを解決するために、事前に登録された

心停止現場付近にいるボランティアのスマート

フォンアプリへ心停止の発生情報と周辺の公共

AED の情報を伝達することで速やかに AED を

現場に届ける心停止発生通知システムの実証実

験を通じてAEDの使用促進に繋げるための課題

について検討するとともに、システムへのボラン

ティアの反応状況をシステム上で自動的に抽出

するシステムの可能性を検証することを目的と

した。 
 

A-6．小児・乳児における AED 使用事例および

医療従事者への BLS の教育に関する検討 

AED は学校現場においても急速に設置が進み、

現在でほぼ全ての学校に設置されている。学校現

場での心停止発生は多くはないものの目撃者が

いることが多く、訓練されたバイスタンダーの存

在と学校内のAED設置により救命率は他の公共

施設での発生に比して高いが、教員に対する講習

や AED の管理・運用等課題も山積している。 
これらの年代におけるAED使用事例の個々の

検討から得られるフィードバックと登録症例の

全体像から言える改善の両面が必要であること

から、院外心停止の事例登録に関して二次的な詳

細に関する登録システムの構築から、院外心原性

心停止の病因の解明、学校心電図検診の精度の向

上 、致死性の不整脈性疾患の臨床像の解明, 予
測法, 治療法の確立につなげることを目的とし

た。 
 

A-7．市民による AED 使用事例の事後検証体制

構築に関する検討ならびに二次救命処置の実

施状況の調査と評価指標の検討について 

1）市民による AED 使用事例の事後検証体制構

築に関する検討 

本邦において市民によるAED使用が認可され

て 10 年以上が経過し、使用実数の把握が徐々に

進むなか、使用された AED の波形解析を中心と

した組織的な検証体制の現況についての調査や

検討は十分には実施できていない。本研究は、

AED 販売業者へのアンケート調査を通じて、市

民によるAED使用実例の事後検証とその検証体

制の現況と課題を明らかにすることを目的とし

た。 
2）二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の

検討 

わが国の救命救急センターにおける一次・二次

救命処置の実施状況を調査することを前提に、そ

の質の評価指標を策定する。 
 

A-8．実地医療における体外循環式心肺蘇生

（ECPR）の効果検証と普及のための教育プロ

グラムの構築に関する研究 

院外心停止患者に対して人工心肺である体外

式 膜 型 人 工 肺 （ extracorporeal membrane 
oxygenation：ECMO）を組み合わせた心肺蘇生

（ extracorporeal cardiopulmonary resuscita- 
tion：ECPR）では、救命率、神経学的転帰の改

善が期待されている。2014 年に、ECPR を施行

することで神経学的転帰を改善することが本邦
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の多施設共同研究で報告され 5)、その後も ECPR
の有効性を示す研究は複数報告されてきたが、一

定の適応基準内の患者のみを対象としているた

め症例数は少なく、真の適応、治療の限界を検討

できず、合併症の発生率などの実態も不明な状況

であり、日本を含む各国の蘇生ガイドラインにお

いても明確な適応基準や管理方法は決まってい

ないのが現状である。 
ECPR は相当量の医療資源を必要とする複雑

な処置であり、複数の医師だけでなく、看護師、

臨床工学技士、放射線技師など多職種のマンパワ

ーを要し、ECMO という高額な医療機器を使用

する。また、迅速性、熟練した技術やシステムの

整備も必要であり、ECPR が施行可能な施設は限

られていることから、どのような患者が真の適応

で、どのような時に限界なのかを知り ECPR を

適切に普及させるため、本研究では ECPR の効

果検証を実施し、より効果的な治療、蘇生方法を

確立するとともに、安全で効果的な ECPR の普

及を目指すために、ECPR の実態調査に基づく教

育法の構築と普及を目的とした。 
 

B．研究方法 

B-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

AED の製造販売業者に対して以下の項目に関

するデータの提供を依頼し、得られたデータを取

りまとめた。 
（調査項目） 
① 本邦の AED 製造販売業者数 
② 年間（2022 年１月～12 月）の AED の 販売

（出荷）台数（実績ベース）、その医療機関、

消防機関、およびそれ以外の AED（以後

「PAD」（public access defibrillator)とす

る）別、都道府県別の販売台数 
③ AED の耐用期間（PAD に限る） 

わが国で販売されている AED 本体（2022
年中に販売されていたもの）を対象とした。 

なお AED 本体の耐用期間は、製造販売業者

が使用環境、単位時間内の稼働時間や使用回

数などを考慮し、適切な環境、用途で使用さ

れた場合の耐久性に係るデータから設定さ

れている。 
④ 廃棄登録台数（PAD に限る） 

これまでに廃棄登録された台数（更新を迎え

た AED などを同じ製造販売会社が新しい

AED で置き換えた場合や、AED の管理者か

ら廃棄したと報告があったもの等） 
 

B-2，個人情報保護法令を踏まえた AED 内部に

残された情報の取り扱いに関する研究 

個人情報や情報セキュリティについての専門

家より意見聴取を行った。AED の機器の現状、

救急蘇生法の概要、傷病者が心停止に陥った場合

の一般的な対応手順などについて説明した上で、

会議形式の議論を行いAEDの内部情報の適切な

取り扱いについてとりまとめ整理した。 
 

B-3．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通じ

た市民救助者の AED 取り扱い状況 

1）市民救助者が電気ショックを行うまでの時間 

2004年12月-2020年9月に市民救助者がAED
を使用した心肺蘇生事例（3,469 事例）の AED
内部記録情報を抽出し、AED が電気ショック適

応と判定した事象を含み、かつ心電図記録及び操

作記録（イベントログ）に欠損等がない 1,582
事例を対象として、AED が電気ショック可能な

状態となってから救助者が電気ショックを行う

までの所要時間とその分布状況を解析した。

AED が電気ショック可能な状態となってから救

助者が電気ショックを行うまでの所要時間とそ

の分布状況を、心電図波形、および AED 操作履

歴（イベントログ）に印字されている心電図解析

開始、電気ショック適応、電気ショック、内部放

電を用いて解析した。 
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2）市民救助者は AED のメッセージに従って適

正に電気ショックを施行しているか 

上記 3,469 事例から AED 内部記録情報を抽出

し、胸郭インピーダンスの連続記録が存在する機

種における 1,008 事例を解析対象とした。内部情

報解析ソフトを用いて心電図記録、胸部インピー

ダンス波形、イベントログ等のデータを抽出し、

心電図、胸部インピーダンス波形およびイベント

ログを点検し、心電図解析中および心電図解析後

の電気ショックあるいは内部放電までの期間（こ

の期間の経過を「事象」と呼称する）において身

体接触（胸骨圧迫を含む）があったと疑われる事

象を抽出した。共同研究者の全員が参加する評価

会議にて各研究者の個別評価を持ち寄り、胸骨圧

迫および傷病者の身体接触の有無を判断した。 
 

B-4．BLS実施の心理的障壁を考慮した教育プロ

グラムに関する研究 

1）海外における学校での CPR 教育に関する調査 

文献レビューにより、国や州・地域の法により、

学校教育（小学校から高等学校）の授業科目で

CPR 教育が必須項目と位置づけられている国や

地域における実態を把握できる論文について精

査を行うとともに、ノルウェーの蘇生科学に関す

る団体のメンバーとウェブ会議にてミーティン

グを行い、同地域にある 5 つの高校で現在試みら

れている CPR 教育に関して情報収集を行った。 
2）救命行動実施へのためらいに関する意識調査 

心肺蘇生講習会に参加した 18 歳以上の市民を

対象として、講質問紙を用いた横断研究を行った。

医療の国家資格を有するものは除外し、講習会の

時間、指導内容、実施形態（対面、オンライン）

は問わないものとした。 
調査項目は、①基本項目（講習会前のみ：年齢、

性別、医療資格所有の有無、心肺蘇生実施の経験、

過去の心肺蘇生講習会受講歴の有無、回数、時期）、

②倒れている人の性別および関係性（身近な人／

知らない人）のパターンごとにおける、救命処置

実施への意欲とためらう理由、③倒れている人の

性別および関係性（身近な人／知らない人）のパ

ターンごとにおける、救命処置行動別実施へのた

めらいの程度、④自分自身が倒れた際に AED を

使用されることへの抵抗の有無とした。 
期間は 2022 年 12 月～2023 年 3 月とし、この

期間に研究協力団体の講習会の前後に会場で質

問紙を配布、またはオンラインでの調査フォーム

により前後それぞれの回答を収集し、講習会前後

での変化を含め検討した。 
 

B-5．事前登録救助者への ICT を用いた心停止発

生通知システムの効果の検証に関する研究 

検討を行う心停止発生通知システムは 119 番

通報を受信した通信指令員が心停止を疑った際

に、事前に登録された救命ボランティアのうち、

心停止現場から 1km 圏内にいる者に対して、心

停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を伝達

することで速やかにAEDを現場に届けることを

目指すシステムである。管理端末が通信指令台と

連携、またはシステム起動により心停止発生情報

の送信が行われ、専用のスマートフォンアプリに

おいて心停止発生情報の受信が行われ、心停止発

生情報を受信すると通知を表示するとともに、心

停止現場の位置、その時刻に使用可能な公共

AED、自分の現在位置、現在位置から心停止現

場までの経路がスマートフォンの画面上の地図

へ表示されるものであり、愛知県尾張旭市（人

口：83,904 人、面積：21.03km2）、千葉県柏市

（人口：430,032 人、面積：114.74km2）におい

て継続的に実証実験を進めている。 
システムの利用状況に関する調査として、各地

域での登録ボランティア数とともに、システム起

動対象となる適応症例数、ボランティアのシステ

ムへの反応状況、心停止現場での情報について調

査した。 
令和 3 年度において、登録ボランティアのため

の講習会を E ラーニングと組み合わせて完全オ

ンラインで行う取り組みを開始し、検証を行った。

またボランティアの活動状況を把握するため、仮
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の心停止発生情報を協力者のスマートフォンに

発信し、アプリから取得される位置情報をどの程

度精緻に取得できるかを検証する実験を行った。 
令和 4 年度においては、令和 5 年 1 月以降に

登録ボランティア用アプリを救助活動後のアン

ケートをより簡便にして精緻なデータを取得で

きるように改修がなされたことから、令和 5 年 1
月から 3 月までに尾張旭市で発信された 7 件の

起動事例について GPS 情報とアンケートの連携

による活動状況の把握につき検討した。またシン

ガポールでAED運搬システムと同様の仕組みを

運用している、国立シンガポール大学 Marcus 
Ong 教授との意見交換を実施し、同システムの

効果的な運用について検討した。 
 

B-6．小児・乳児における AED 使用事例および

医療従事者への BLS の教育に関する検討 

1）児童生徒の院外心原性心停止登録研究 

全国の日本小児循環器学会小児循環器専門医

修練施設・修練施設群内修練施設を対象にして、

WEB登録システムによりアンケート調査を行っ

た。対象期間は 2017 年 1 月 1 日から 2021 年 12
月 31 日、調査内容は①基本情報（都道府県、性

別、年齢、学年）、②イベント情報（年月、時間、

場所（学校内の場所）、発症状況（運動との関連））、

③発症状況（目撃者の有無、心肺蘇生者、AED
使用の有無、使用者、発症から AED 使用までの

時間、AED 使用回数）、④予後（自己心拍再開の

有無、時期、生命予後（１ヶ月生存）、２次予防

の治療、１ヶ月時の神経学的予後）、⑤疾患情報

（最終診断名、診断方法、既往歴、家族歴、前兆、

学校心臓検診での異常の指摘の有無、学校での管

理区分、過去の学校心電図の検討の有無、内容）

である。 
2）心停止例事例研究 

令和 2 年に某地方の小学校で高学年男児が心

停止に陥り、教師達の連携で救命され、学校に復

帰した事例について検証を行った。 
 

3）乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効果

検証 

乳児 CPR 自己学習キットを用いて遠隔オンラ

イン講習会を実施し、受講した保健師および市民

に対して講習後のアンケート調査を実施した。 
 

B-7．市民による AED 使用事例の事後検証体制

構築に関する検討ならびに二次救命処置の実

施状況の調査と評価指標の検討について 

1）市民による AED 使用事例の事後検証体制構

築に関する検討 

2020 年 10 月に、AED 販売業者 7 社の担当責

任者に対するメール送付により、市民による

AED 使用事例の事後検証に関するアンケート調

査を実施した。 
調査は、AED の販売先および年間の販売台数、

AED の設置場所、医療機関や消防機関および当

該行政機関（メディカルコントロール協議会：以

下 MC 協議会）の求めに応じた AED の内部デー

タの抽出依頼の有無と抽出件数、データ抽出の目

的、データ抽出項目と抽出数、データ抽出と受け

渡し方法、データ抽出にかかる時間と費用負担、

データ抽出に関わる課題に関わる設問に対して

回答を得た。各社の回答結果から、市民による

AED 使用事例の事後検証に関する現況と課題を

明らかにした。 
2）二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の

検討 

日本救急医学会診療の質評価指標に関する委

員会との合同会議によるエキスパートオピニオ

ンに基づき、米国の Cardiac arrest center の要

件を参考に、Donabedian の 3 原則が示すストラ

クチャー、プロセス、アウトカムの各類型の指標

案を策定した。 
 

B-8．実地医療における体外循環式心肺蘇生

（ECPR）の効果検証と普及のための教育プロ

グラムの構築に関する研究 

教育法の構築に向けた ECPR の実態調査とし
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て、国内 ECPR 実施施設に対して①適応・蘇生

方法、②集中治療管理に関するアンケート調査を

実施した。 
ECPR の効果検証として生存率、神経学的転帰

を調査し、ECPR の適応や転帰改善に寄与する因

子を明らかにするため、多施設共同研究である

SAVE-J II study データの分析を進めた。 
 

C．研究結果 

C-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

2004 年 7 月から 2022 年 12 月までに、わが国

において 1,514,003 台の AED が販売され、市中

に設置された PAD が 84.3％（1,277,024 台）を

占めた。2022 年の AED の新規販売台数のうち

PAD は 91,503 台であった。 
AED の製造販売業者数については 2022 年 1

月現在 7 社であり、同年中に新たな業者の参入は

なかった。2021 年 3 月時点において各社より販

売されている AED の耐用期間は 6〜10.5 年で、

平均 7.8 年（単純平均）、最頻値 8 年であった。 
各製造販売業者が把握している PAD の廃棄台

数のこれまでの累計は 307,525 台で、この一年

の新規の廃棄台数の登録は 35,587 台と前年の

60,308 台から大きく減少した。この廃棄台数を、

上記の PAD の累計販売台数から差し引くと

969,499 台となり、登録上はこの台数の PAD が

市中に設置されていることになる。一方で、過去

に販売された AED のうち、2014 年以前の販売

である 675,505 台は耐用期間を過ぎてすべて廃

棄されているはずであるとすると、廃棄された

AED が把握されている割合（捕捉率）は 59.6%
と算出される。 
また販売されて破棄されるまでの平均期間を

７年とし、2014 年までに販売された AED がす

べて廃棄され、2015～21 年の 7 年間に販売され

た耐用年数内のものがすべて設置されていると

仮定すると、設置台数はおよそ 67.6 万台と推定

できる。 
 

C-2．個人情報保護法令を踏まえた AED 内部に

残された情報の取り扱いに関する研究 

専門家からの意見聴取、議論の結果、以下のよ

うにとりまとめ整理された。 
AED の内部情報のうち、心電図情報は通常そ

れのみでは個人情報、プライバシー情報のいずれ

にも該当しないが、音声情報は個人を特定するこ

とが可能であると個人情報、またはプライバシー

情報に該当する場合がある。 
個人情報保護法令上の個人情報取扱の責任を

負う者としては、機器に残された情報を収集・保

有している者として AED の管理者（設置者）が

該当し、製造販売業者などは第三者の位置づけと

なる。個人情報を含む可能性のある AED の音声

情報を第三者へ提供する際には、その個人から了

解を得るのが基本である。しかし提供がその本人

の利益（生命、身体）になり、本人の同意を得る

ことが困難である場合には了解なしで提供可能

である（個人情報保護法 23 条、同 1 項 2 号）。 
したがって、治療にあたる医師からの要請があ

れば、傷病者を治療する医療機関に対して個人情

報を提供することは可能である。また、公衆衛生

の向上のために特に必要があって本人の同意を

得ることが困難である場合も、了解なく情報提供

可能である（同 1 項 3 号）。 
AED が適切に使用されたか、機器が正常に作

動したかについての検証は、「公衆衛生の向上の

ため」に該当すると考えられる。ただし、プライ

バシー情報を含むこともあり、その取扱いには十

分に留意する必要がある。 
 

C-3．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通じ

た市民救助者の AED 取り扱い状況 

1）市民救助者が電気ショックを行うまでの時間 

1,582 事例には、AED が電気ショック適応と

判定した 3,027 事象が含まれていた。そのうち、
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2,373 事象（78.4%）で電気ショックが施行され

た。AED が電気ショック可能となってから市民

救助者が電気ショックを施行するまでの所要時

間の中央値（四分位範囲）は、7（6-9）秒で、最

小値は 0 秒、最大値は 30 秒であった。 
AED が電気ショック可能状態を内部放電によ

って取り消した事象は 590 事象（19.5％）であ

った。 
2）市民救助者は AED のメッセージに従って適

正に電気ショックを施行しているか 

1,008 事例の AED 内部記録情報を対象に解析

した。自動心電図解析が実行された 5,373 事象に

おいて、心電図解析が「適正に完了（救助者が身

体接触等で心電図解析を妨害しなかった）」した

事象は 65％（3,497 事象）、心電図解析が何らか

の原因で「延長した」ため適正に完了したと見做

せない事象が 29.5％（1,584 事象）であった。残

る 5.4%（292 事象）では、身体接触（胸骨圧迫

を含む）、パッド外れ、電源切断などが原因で心

電図解析が「中断された」と評価された。 
救助者が電気ショックを施行した 888 事象に

おいて、2 事象（0.2%）では救助者が胸骨圧迫を

継続していた。 
AED が電気ショック適応と判定した 1,104 事

象のうち、19.6%（216 事象）では救助者が電気

ショックを施行されておらず、そのうち 43.5%
（94 事象）では救助者が胸骨圧迫を継続し、

15.7%（34 事象）では電極パッド外れ、電源切

断があった。 
心電図記録の目視判断で電気ショック適応で

ある 1,010 事象のうち、AED の解析で電気ショ

ック非適応と判断されたものが 1 事象あり、この

事象では解析中に救助者が胸骨圧迫を行ってい

た。 
心電図記録の目視判断で電気ショック非適応

である 4,071 事象のうち、AED の解析で電気シ

ョック適応と判断されたものが 2.3%（95 事象）

あり、そのうち胸骨圧迫や身体接触等によるもの

が 92.6%（88 事象）であった。 

心電図解析が適正に行われた（救助者が身体接

触等で心電図解析を妨害しなかった）事象の割合

と、適応の場合に電気ショックが実施される割合

は、心電図解析を繰り返すに従って低下する傾向

を認めた。 
 

C-4．BLS 実施の心理的障壁を考慮した教育プ

ログラムに関する研究 

1）海外における学校での CPR 教育に関する調査 

検索式に基づき 1,521 件が該当し最終的に 4
件がレビューの対象となった。生徒への CPR 教

育の実施状況に関しては 28.4％～77％、AED の

指導状況に関しては、6％～63％と国や地域によ

ってばらつきがあり、AED の指導に関して、CPR
とAEDが必ずしも一緒に指導されているわけで

はなかった。法律で CPR を指導することが定め

られていることを教員や管理者が認識している

か否かに関してのデータは 1 件の論文しか報告

がなかったが、認識できていた教員は 13％、管

理者は 28.7％であった。 
2）救命行動実施へのためらいに関する意識調査 

講習会前後で回答が一致できた 555 人を解析

対象とした。対象者（回答者）の性別および倒れ

た人との関係性や性別にかかわらず、講習会後に

おいて救命処置を行うとの回答は増加した。ただ

し倒れた人が知らない人の場合には、身近な人の

場合と比べて救命処置を行わないと回答した人

が多かった。 
救命処置の実施をためらう理由については、講

習会前は対象者（回答者）の性別や倒れた人との

関係性、性別にかかわらず「手技への不安」との

理由が一番多かったが、講習会後には、倒れた人

との関係性や性別にかかわらず男性で「救命処置

の結果に対して責任を問われるかもしれない」を

選択したものが一番多くなり、女性では変わらず

「救命処置の手技に自信がない」が多かった。 
救命処置の行動別に実施へのためらいの程度

を調べた項目では、いずれの救命処置においても

講習会後に処置を「ためらわない」「あまりため
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らわない」回答が増加したが、胸骨圧迫や AED
の使用における「ためらう」「ややためらう」と

の回答割合では性差がみられた。男性の対象者

（回答者）において、倒れた人が知らない女性の

場合の「ためらう」「ややためらう」割合（23.5%
と 27.4%）は、倒れた人が知らない男性の場合

（7.8%と 10.4%）に対して多かった。女性の対

象者（回答者）においては、倒れた人が知らない

女性の場合（ともに 19%）、倒れた人が知らない

男性の場合（19.7%と 19.9%）で差はなかった。 
自分自身が心停止になった場合を想定して、

AED を使われることへの抵抗感の有無を訪ねた

ところ、性別にかかわらず講習会後に抵抗がない

という回答が増えた。女性よりも男性で抵抗がな

いと答えた人の割合が多かった。 
 

C-5．事前登録救助者への ICTを用いた心停止発

生通知システムの効果の検証に関する研究 

尾張旭市では、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により安全にシステムの運用ができない

との判断で、令和 2 年 4 月～令和 3 年 7 月にか

けて AED 運搬システムの運用が中断され、令和

3 年 8 月からは消防職員のボランティア（95 名）

に限定して再開し、令和 4 年 5 月以降は以前同

様にボランティアに一般市民を含む形式でシス

テムが運用された。令和 3 年 8 月から令和 5 年 3
月までに 80 件システムの起動があり、39 件でボ

ランティアが行動した。救急車よりも早くボラン

ティアが現場に到着した事例やAEDが活用され

た事例はなかった。ボランティア数は、令和 4
年度内に一般市民も対象に含む運用に戻されて

以降、ボランティア講習会のオンライン化による

効果もあり令和5年3月時点で413名となった。 
柏市においては新型コロナウイルス感染症拡

大期においても、感染対策を行ったうえでそれま

でと同様にシステムが運用された。各所における

積極的なボランティアの募集施策もあり令和 5
年3月時点でボランティア数は2,153名となった。

令和3年4月から令和5年3月までに152件AED

運搬システムの起動があり、62 件で登録ボラン

ティアが実際に行動に移した。登録ボランティア

が救急車よりも早く到着した事例が令和 3 年度

に 1 件あった。 
また、令和 5 年度に奈良市での AED 運搬シス

テムの新規導入が決まり、準備が進められている。 
令和 3 年度に開始した、登録ボランティアのた

めの講習会を E ラーニングと組み合わせて完全

オンラインで行う取り組みにおいては事前の E
ラーニング・プログラムと 2 時間のオンライン講

習を提供し、習得状況について受講後アンケート

を行ったところ良好な回答を得て、次年度より講

習会をオンラインで行うようになった。 
またシミュレーション研究として実施したボ

ランティアの移動経路の精密な取得についての

検証では、移動経路をあらかじめ設定した場合、

移動経路の設定がない場合のいずれでも、取得さ

れた GPS データから移動経路がシステム上で判

別可能で、AED 設置場所への立ち寄りも確認で

きた。 
令和 4 年度に実施した尾張旭市における心停

止通知事例についての管理システム上の GPS デ

ータ、アンケート結果との組み合わせによる活動

状況の把握については、対象の 7 事例でアプリ上

での回答が得られた 5 名中、GPS 情報から移動

経路の把握が得られたものは 1 名は市外から参

加で、AED 設置情報がなく AED 取得状況の把

握には課題を残した。 
 

C-6．小児・乳児における AED 使用事例および

医療従事者への BLS の教育に関する検討 

1）児童生徒の院外心原性心停止登録研究 

本症例登録では 24 例が登録され、年齢中央値

11 歳、男児 78%。目撃ある心停止が 96%、その

全例でバイスタンダーCPR が施行され、バイス

タンダーAED が 84％に施行、神経学的予後良好

例が 75％であった。学校での発生が 12 例 50％
であり、いずれも目撃ある心停止であり、バイス

タンダーCPR と AED が施行され、神経学的予後
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は良好であった。24 例のうちフォローアップさ

れていた症例は8例33％であり、肥大型心筋症、

左室心筋緻密化障害、先天性心疾患であった。新

規診断例の内訳は QT 延長症候群、カテコラミン

誘発性多形性心室頻拍、冠動脈奇形、肥大型心筋

症、特発性心室細動であった。 
2）心停止例事例研究 

〇月〇日、学校での昼食後、高学年男児が教室

で突然卒倒し、その場にいた教員により救命行為

が開始された。一連の行為の中で取り寄せた

AED を受けた教師が、ケース内のポケットに入

っていた小児用（未就学児用）電極パッド・カー

トリッジを開封した。その時本体には既に成人用

（小学生〜成人用）パッド・カートリッジが装着

されていることに気づき、一瞬戸惑った。その場

にいた養護の先生に「大人用ですか、子ども用で

すか？」と確認したところ、「大人用」と言われ、

成人用（小学生〜成人用）パッドを男児の胸に貼

って、音声指示に従って電気ショックを実施した。

次の解析では「ショックは不要」と診断され、さ

らに蘇生を継続するうちに生体反応が回復した。 
3）乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効果

検証 

乳児心肺蘇生法の遠隔オンライン教育には 30
名が参加し、アンケートを回収した（回収率

100%）。講義内容については非常に有意義で良か

った 53%、良かった 33%、普通 10%、その他 4%
であった。 

 
C-7．市民による AED 使用事例の事後検証体制

構築に関する検討ならびに二次救命処置の実

施状況の調査と評価指標の検討について 

1）市民による AED 使用事例の事後検証体制構

築に関する検討 

AED 販売業者 7 社すべてから有効回答を得た。

医療機関・消防機関・MC 協議会からの AED 内

部データ抽出依頼の有無については、データの解

析ソフトを無償提供している 1 社を除いた 6 社

が依頼を受けており、医療機関および消防機関、

また MC 協議会からの依頼で、事後検証、診療

方針決定が目的としてあげられた。年間総販売数

に占めるデータ抽出割合は 0.4％で、抽出項目は

心電図波形、ショック回数、時間経過のほか、音

声データ、CPR レポートなどであった。データ

抽出方法は機器に応じて異なるが、受け渡し方法

はデジタル媒体のほか紙媒体も多く用いられて

いた。データ抽出にかかる時間は数分であるもの

が多いが、機器設置場所への移動時間が 1 時間以

上と長いとする回答があった。抽出の費用負担は

4 社が医療機関、2 社が消防機関、それぞれ 1 社

が企業または設置主であった。 
データの抽出に関わる課題としては、個人情報

保護との兼ね合いの問題、依頼元ごとに依頼目的

や項目、データ提供までの期間が異なり事案ごと

に異なる対応が求められる問題、費用負担に係る

問題、抽出の労務負担などがあげられた。 
2）二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の

検討 

10 領域（1.『質の高い』標準的な一次・二次

救命処置、2.ECPR、3. 経皮的冠動脈インターベ

ンション（PCI）、4.体温管理療法（TTM）、5.
心拍再開後の PCAS に対する集中治療、6.予後

判定、7.リハビリテーション、8.臓器提供、9.プ
レホスピタル、10．他院からの転送受入れ）に

ついて検討し、13 のストラクチャー指標、7 つ

のプロセス指標、6 つのアウトカム指標を設定し

た。 
また評点を設定することを想定し、例えば「必

要かつ不可欠な項目」が実施されている場合をゼ

ロ点とし、それができていない場合には減点を設

定するという項目と、「実施していることが望ま

しい」項目が実施されていなければゼロとし、実

施されている場合には加点する項目の類型化を

試みた。 
 

12



 

 

C-8．実地医療における体外循環式心肺蘇生

（ECPR）の効果検証と普及のための教育プロ

グラムの構築に関する研究 

ECPR の実態調査においては、適応・蘇生方法

に関して施設間の適応の相違、集中治療管理にお

ける ECPR 患者の体温管理の実態について研究

成果を誌面発表した（論文発表 8) 9)）。 
ECPR の効果検証においては、多施設共同研究

（SAVE-J II study）により生存率、神経学的転

帰を調査し、ECPR の適応や転帰改善に寄与する

因子を明らかとし、成果を誌面発表した（論文発

表 10)）。 
 

D．考察 

D-1．AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

PAD の年間の販売台数について、新型コロナ

ウイルス流行下での社会活動、経済活動に大きな

低下が生じた 2020年においては前年比マイナス

となり、2021 年は前年比 6％増加し過去最大を

記録して、2022 年は前年比 13%減少と変動がみ

られた。本調査で示した年間販売台数は、AED
の製造販売業者各社からの一次情報に基づいた

ものであるが、実際に日本各所に置かれている

AED の設置台数について直接集計した統計はわ

が国には存在しない。本調査では、累計販売台数

と廃棄登録台数の差からみた推測と、耐用年数か

らみた推測を行ったが、現実の設置台数と一致す

るものではない。PAD としての AED 設置台数の

把握にはリアルタイムでの正確な情報が必要で

あるが、現在、複数の製造販売業者において通信

機器の内蔵された AED の販売が進み、オンライ

ンでAED稼働状況を常時管理する仕組みの構築

が進展することで、全国における PAD の設置状

況の把握が可能になるかもしれない。 
本研究で繰り返し指摘しているように、AED

は「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律」に規定する高度管理医

療機器及び特定保守管理医療機器に指定されて

おり、製造販売業者は厚生労働省より「AED の

設置者の全体の把握に努め、円滑な情報提供が可

能となるよう設置者の情報を適切に管理する」こ

とを求められているためAEDの廃棄状況につい

て正確な数の把握が期待されているが、廃棄状況

の捕捉割合は近年り増加後この一年は低下して

おり、AED 使用時のバッテリー切れ事例も報道

もなされた 6) が、一方で、製造販売業者の共同

事業により AED の廃棄を一括、集約することで

廃棄状況の確実な捕捉・把握が可能となる取り組

みも進められており、今後の進展が期待される。 
 

D-2. 個人情報保護法令を踏まえた AED 内部に

残された情報の取り扱いに関する研究 

AED の使用や作動についての検証など、公衆

衛生の向上のために特に必要があって本人の同

意を得ることが困難である場合には、本人の了解

なく AED の管理者（設置者）より情報提供が可

能であるとの結果になったが、この場合にはその

情報を取り扱う目的が公衆衛生の向上のために

必要であることが第三者から明確に示されるこ

とが求められると考えられる。また、傷病者の利

益になる場合や、公衆衛生の向上のために特に必

要がある場合であっても、個人情報さらにはプラ

イバシー情報は十分に慎重に取り扱う必要があ

る。 
 

D-3．市民救助者が使用した AED 内部情報（心

電図記録）の解析；AED 内部記録情報を通じ

た市民救助者の AED 取り扱い状況 

1）市民救助者が電気ショックを行うまでの時間 

市民救助者が電気ショックを行うまでの時間

分布が、多数事例の集計で示されたのは当研究が

初めてである。心肺蘇生率を向上させるには、平

均時間をもっと短縮する方策が必要である。最近

我が国に導入されたオートショック AED は、そ

の解決策の一つであるが、電気ショック可能とな

ってから自動電気ショック実行までの時間が救
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助者による平均を超える機種もあり、改良が望ま

れる。またショックボタンが即座に押されなかっ

たり、内部放電に至った理由を明らかにすること

は、AED の改良や市民への教育プログラム改善

に寄与すると考えられる。 
2）市民救助者は AED のメッセージに従って適

正に電気ショックを施行しているか 

救助者の行動が原因となってAEDによる心電

図解析が適正に行われなかったり、AED が電気

ショック適応と判定しても電気ショックが未施

行となった事例が認められたほか、救助者の行動

が原因となって電気ショック適応と判定（誤判

定）されたり、電気ショックを施行時に救助者が

傷病者に触れる事案も確認された。これらの要因

となる救助者のAEDの音声メッセージ等の認識、

実際の操作については、AED 使用時の救助者の

音声情報を得ることができると検証に有用にな

ると考えられる。 
心電図波形記録を研究者らが目視して電気シ

ョック非適応と判断したうち、救助者の行動や波

形変化などの要因のない 4 事象でAED が電気シ

ョック適応と判定（誤判定）しており、この場合

は解析アルゴリズムに要因があることが推定さ

れる。 
AED が電気ショック適応と判定しても電気シ

ョックが未施行となった事例のうち、電極パッド

外れ、電源切断があったものでは記録の最後の部

分にそれで認められたことは、救急隊や医療チー

ムが到着した際に、引き継ぐためにそうした操作

が行われたことが推察された。救急隊や医療チー

ムへの迅速な引き継ぎは重要であるものの、心電

図解析中や電気ショック適応の判定があった段

階ではそのまま電気ショックを実施するよう指

示するべきであることも示唆された。 
解析中の救助者による胸骨圧迫等の行動が電

気ショック適応・非適応の判定に影響を与えるこ

とが確認されたほか、解析の中断に至った事例も

みられていた。AED の波形解析プログラムの開

発段階でのサンプルとしてベッドサイドとは環

境が異なる病院外で記録された心電図データが

利用されることで、解析の完遂や精度の向上が見

込まれると考えられた。 
AED 内部情報の事後検証体制の確立と事例の

集積、研究者によるデータ入手により、市民への

普及啓発の方法やAEDの改良について提言でき

る継続的な仕組みづくりが望まれる。 
 

D-4．BLS 実施の心理的障壁を考慮した教育プ

ログラムに関する研究 

1）海外における学校での CPR 教育に関する調査 

学校における CPR の指導が法制化されていて

も、各国や地域での実施状況や指導内容にはかな

りのばらつきがみられた。CPR 教育対象年齢に

ついてはどの文献でも 14 歳以上であったが、ス

キル習得、心理的障壁の減少について低年齢が有

利であるとする報告があり、低年齢からの開始と

発達段階に応じた要素の追加、繰り返しの指導が

効果的と考えられる。CPR の指導が法律等で定

められていても実際の教育現場の教員の認識割

合は低いとする報告があり、法制化のみならず教

育内容の標準化なども求められると考えられた。 
ノルウェーの高校においては学校における

CPR の指導は法制化されていないもののバイス

タンダーCPR の実施割合は高く、長期的な教育

の成果によるものと考えられた。 
2）救命行動実施へのためらいに関する意識調査 

救命行動を行わない理由については、倒れた人

との関係性によらず、男性では責任を問われる可

能性があること、女性では手技への不安を挙げて

いるものがそれぞれ一番多く、救命行動を行わな

い理由の違いが回答者の性別により異なってい

た。講習会では、善意で人を助ける救命行動では

法的責任が問われることはないことが知識とし

て提供されているものの、それでは不安が払しょ

くされていなことが示唆され、他者の善意の行動

や、救助者に対する保護についての社会理解、文

化の醸成が必要と考えられる。 
救命処置にためらいを感じる人の割合につい
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ては、対象者（回答者）と倒れた人との関係性や

性別で違いがあることが明らかになった。胸骨圧

迫や AED の使用について男性（回答者）は、倒

れた人が知らない女性の場合、倒れた人が男性の

場合と比べて、これらの救命行動の実施をためら

うと選択した人の割合が多いことが特徴的であ

った。女性が CPR を実施されにくい原因として

は、女性の胸に触れたり、露出したりすることへ

の社会規範や心疾患に対する認識の低さなどが

考えらえてきたが、前述したように男性で責任を

問われる可能性が救命行動を行わない理由に多

く挙げられていることから、胸骨圧迫や AED の

非実施についてもこれが当てはまることが推測

され、講習会において行動の実施と非実施につい

て、自分ごととして具体的に考えてもらう機会の

有用性が示唆された。 
自分自身がAEDを使われることに対しては対

象者（回答者）の性別関係なく抵抗があり、女性

でその割合が高かったが、同じく自分が AED を

使われる側になることを考える機会をもつこと

も有用と思われた。今後に、実際の心停止データ

を用いて救助者の性別と心停止患者との性別の

関係性を検討することも予定しているが、実際の

心停止現場における救命行動実施を左右する多

数の要因のひとつとして、教育や社会の認識を変

えていくことでの解決に向けて検討の継続が望

まれる。 
 

D-5．事前登録救助者への ICTを用いた心停止発

生通知システムの効果の検証に関する研究 

新型コロナウイルス感染症の影響を強く受け、

一時的にシステムの稼働が中止される地域もあ

ったが、令和 4 年度には令和元年度以前の形での

運用に戻すことができた。心停止発生通知に対し、

反応する者が少ないことの一因として、通知に気

が付かないことが明らかとなったため、その対策

として自動電話による通知システムも導入され

システムは洗練された。また、新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり、心肺蘇生講習会の開催が

少ない中で、オンライン講習や地元のスポーツイ

ベントとの連携、企業単位でのボランティア登録

など新たなノウハウが蓄積されてきたことは、今

後同システムを導入する自治体にとって大きな

資源であると考えられる。しかし、2 つのモデル

地域においてシステム運用を継続しているもの

の救命事例にはまだ至っていない。要因として、

登録ボランティア数の不足、登録ボランティアの

アクティブ度の二点が考えられ、登録ボランティ

ア数をさらに増やし、アクティブ度を高めること

が求められる。 
本システムと同様のシステムを運用している

シンガポールにおける取り組みを参考に、登録ボ

ランティア数の不足に対しては講習会時のプロ

グラムにおけるアプリ登録の組み入れ、アクティ

ブ度の持続については登録ボランティアの活躍

に対する表彰や交流イベント等が施策として有

用と考えられた。 
管理システム上のアンケート回答と GPS 情報

を組み合わせたボランティアの活動の把握につ

いては、条件がそろえば GPS 情報からの移動経

路等の把握は可能であるものの、行政地域を越え

た状況ではAEDの設置情報がなかったことから、

実際の活用にあたっての課題になると考えられ

た。 
 

D-6．小児・乳児における AED 使用事例および

医療従事者への BLS の教育に関する検討 

1）児童生徒の院外心原性心停止登録研究 

院外心停止登録において心停止発生時にフォ

ローされていなかった例 16 例のうち、安静時心

電図での診断が困難な例は 8 例、50％を占めた。

発生時運動中もしくは直後であったのは７例で

あった。 
児童生徒の院外心停止は、高リスク群を完全に

把握することは困難であるが、発生状況、場所や、

現場での対応を含めた詳細な解析によって救命

率の一層の向上が期待できる。 
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2）心停止例事例研究 

校内での心肺蘇生講習の際には、「小学生には

大人用」という話をしていた。指導的立場と考え

られた養護教諭の的確な指導で救命した事例で

あり、学校管理下心停止の救命率向上には、教員

への講習と未就学児用パッドの扱いに関する啓

発が重要である。 
3）乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効果

検証 

受講生の胸骨圧迫についてはモニター画面で

把握できた。一方で人工呼吸については画角の事

前調整が必要であった。対面実習同様にフィード

バック可能であった。 
参加者人数の制限や複数指導者準備あるいは

評価システムの導入が今後の課題と考えられた。 
 

D-7．市民による AED 使用事例の事後検証体制

構築に関する検討ならびに二次救命処置の実

施状況の調査と評価指標の検討について 

1）市民による AED 使用事例の事後検証体制構

築に関する検討 

AED の内部データ抽出および提供に関わる課

題としてアンケート調査で挙げられた内容から、

以下のような課題が把握された。 
・制度上の問題：個人情報保護との兼ね合い、内

部データ抽出行為が公正取引規約に規定され

た便益労務に当たることから有償対応となる

ことなど 
・労務負担の問題：設置場所への移動と作業実施

の負担、現場依頼目的やデータ項目などが異な

り事案ごとに異なる対応が求められること 
こうした課題の解決に向けて、作業負担のない

形での内部データ抽出が可能となる仕組みの構

築など販売業者と中心とした対策も進められて

いるが、内部データの抽出・提供に関して販売業

者、医療機関、消防機関を包括して全国的・組織

的に対応できる体制を構築し、費用負担なども含

めて取り決めを進めていくことで負担を減らし

ていくことが重要と考えられる。 

2）二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の

検討 

指標を用いた評価に際しては、評価項目ごとに

評点を含む評価方法を決める必要がある。定性評

価にとどめるのか、評点を設定するかなどについ

ては多くの議論のあるところである。また、評点

に際し各項目の点数の和を以て総合力とするか

否かについて今後の課題のひとつである。 
 

D-8．実地医療における体外循環式心肺蘇生

（ECPR）の効果検証と普及のための教育プロ

グラムの構築に関する研究 

評価指標を最終選定したのちには項目ごとに

評価方法を定める必要がある。各項目について定

性評価にとどめるのか、評点を設定するかなどに

ついては多くの議論のあるところであり、評点を

設定する場合は選定した指標ごとに検討が必要

で、総合点の算出方法についても慎重な議論を要

する。 
 

E．結論 

AED の普及状況に係わる調査としては、先行

の厚生労働科学研究に引き続いて全国での AED
の販売台数についての調査を継続している。わが

国において令和 4 年 12 月現在で、これまでの販

売台数はおよそ 150 万台となり、うち市中に設

置された PAD が 84％（約 128 万台）を占めた。

1 年ごとの新規販売台数では PAD について 9 万

台余であった。オンラインでの稼働状況の常時管

理や廃棄状況の把握に少しずつ取り組みの成果

がみられており、一層の進展が期待される。 
市民による AED 使用事例の検証に向けた

AED 機器に残された心電図情報、音声情報など

の内部情報の提供と活用について専門家より意

見聴取を行ったところ、個人情報保護上の情報の

管理責任者は AED の管理者（設置者）となり、

第三者（製造販売業者等）への提供は原則本人の

了解が必要となるが、AED の使用や作動につい
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ての検証など、公衆衛生の向上のために特に必要

があって本人の同意を得ることが困難である場

合には、本人の了解がなくとも情報提供が可能で

あることが確認された。 
製造販売を行う一部の業者より提供を受けた

AED の内部情報の解析から、市民救助者の AED
使用状況についての把握を試みた研究では、心電

図解析中及び電気ショック時においても胸骨圧

迫が継続されている事象があること、また AED
の心電図解析の際に救助者の胸骨圧迫により救

助者の胸骨圧迫により誤判定が生じる事象が確

認された。AED 内部情報の収集と解析・検証を

体系的に行える仕組みの構築を進展させ継続的

に実施することにより、AED の普及啓発ならび

にAED機器の改良の方向性の示唆につながるも

のと考えられる。 
BLS 実施の心理的障壁を考慮した教育プログ

ラムに関する研究として、①海外における学校で

のの CPR 指導を法制化している国・地域での状

況についての調査、②心肺蘇生講習会を受講した

市民における受講後に残る心理的障壁について

の質問票調査を行った。②においては倒れた人が

知らない人の場合、倒れた人が身近な人と比べ、

胸骨圧迫やAEDの使用をためらうと回答した人

の割合が多かったが、その割合は対象者（回答者）

の性別によって異なっており、男性は責任を問わ

れる可能性を、女性は手技への不安を抱えていた。

実施をためらう理由について検討を深め、講習会

において救命処置の実施を促すために考える機

会をもつなどの内容の見直し、社会への情報発信

や社会・文化の醸成が必要である。 
事前登録救助者への ICT を用いた心停止発生

通知システムの効果の検証においては、モデル地

域においての運用を継続しており、救命事例には

至っていないもののボランティア登録者の増加

についてイベント等での啓発や講習会のオンラ

イン化による進展がみられているが、さらなる増

加の加速とボランティアのアクティブ度を高め

るための取り組みが必要となっている。またボラ

ンティアの活動状況の把握に向けて、登録者の入

力情報と GPS 情報を組み合わせた手法の検証を

進める必要がある。 
小児・乳児における AED 使用事例および医療

従事者への BLS の教育に関する検討では、小中

学生、高校生の心停止例登録事業として二次登録

を開始し、登録症例 24 例のうち学校での発生 12
例は全例にバイスタンダーCPR、AED があり神

経学的予後は良好であった。24 例のうちフォロ

ーアップされていた症例は 8 例 33％であった。

高リスク群を完全に把握することは困難である

が、発生状況、場所、現場での対応を含めた詳細

な解析によって救命率の一層の向上が期待でき

る。また今後、市民による小児とりわけ乳児に対

するAED等の一次救命処置のさらなる普及と検

証体制構築の促進、および二次救命処置の適切な

普及に向けた成果が期待される。 
わが国における各地域の救急医療体制のなか

で ALS を適切に実施できる体制を効率的に整備

していくための評価指標を見出すための調査と

して、日本救急医学会診療の質評価指標に関する

委員会との合同会議によるエキスパートオピニ

オンに基づき、米国の Cardiac arrest center の
要件を参考に、Donabedian の 3 原則が示すスト

ラクチャー、プロセス、アウトカムの各類型の指

標案を策定した。1.標準的な一次・二次救命処置、

2.ECPR、3.経皮的冠動脈インターベンション

（PCI）、4.体温管理療法（TTM）、5.心拍再開後

の PCAS に対する集中治療、6.予後判定、7.リハ

ビリテーション、8.臓器提供、9.プレホスピタル、

10.他院からの転送受入れの評価領域について、

各類型の指標候補のそれぞれについて検討した。

評価指標を最終選定したのちには項目ごとに評

価方法を定める必要がある。 
実地医療における体外循環式心肺蘇生

（ECPR）の効果検証と普及のための教育プログ

ラムの構築に関しては、ECPR の効果検証を目的

に研究分担者らにおいて進められてきた多施設

共同研究 SAVE-J II study においてデータの解
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析が終了し、合わせて ECPR の実態調査として

各施設における適応や管理状況が誌上発表され

た。これらの結果を受けて、安全な ECPR の実

施のためのガイドラインなどの指針、教育法につ

き検討を進めた。 
 

F．健康危険情報 

特になし 
 

G．知的財産の出願・登録状況 

1．特許取得 

なし 

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし 
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令和２〜４年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

全国の AED の販売台数調査と正確な AED 設置台数の把握を可能にする体制と手法の検討； 

AED の販売台数と設置台数の全国調査 

 

研究分担者 田邉 晴山 救急救命東京研修所 

研究分担者 横田 裕行 日本体育大学大学院保健医療学研究科 

 

研究要旨 

（目的）2004 年に医療従事者でない一般の市民に対して自動体外式除細動器（以後、「AED」

と呼ぶ）の使用が認められたことを契機として、市中への AED の設置が開始された。以降、

AED の設置は徐々に拡大し、今や社会の基本的なライフラインとして欠かすことができない

ものとなっている。このような中、国内において AED が何台販売され、何台設置されてい

るかについての統計は我が国の救急医療体制の基本情報として必要なものである。 
本研究は、AED の販売台数と設置台数等を明らかにすることを目的とする。 
（方法）AED の製造販売業者に、令和２～４年（2020～2022）年の次の項目に関するデー

タの提供について依頼し、得られたデータを分析した。本邦の AED 製造販売業者数・年間

の販売台数（医療機関、消防機関、PAD の別、都道府県別）・耐用期間・廃棄登録台数（PAD
に限る）・廃棄登録台数 
（結果）2022 年までおよそ 150 万台の AED が販売され、うち市中に設置される AED（PAD）

が 84％（128 万台）を占める。販売台数と機器の耐用期間から推定される市中への AED 設

置台数（2019 年末）は、およそ 67.5 万台である。 
（考察・まとめ）AED の適切な管理の指標となる廃棄台数の捕捉率は 59.6％と前年に比べ

減少した。捕捉率向上のための取り組みが待たれる。AED は多数設置されているにも関わら

ず使用したいとき使われていないという AED の設置と使用のミスマッチの解消も今後の課

題である。 

 

A．研究目的 

2004 年に医療従事者でない一般の市民に対し

て自動体外式除細動器（以後、「AED」と呼ぶ）

の使用が認められたことを契機として、市中への

AED の設置が開始された。以降、AED の設置は

徐々に拡大し、今や社会の基本的なライフライン

として欠かすことができないものとなっている。

このような中、国内において AED が何台販売さ

れ、何台設置されているかについての統計は我が

国の救急医療体制の基本情報として必要なもの

である。 
本研究は、AED の販売台数と設置台数等を明

らかにすることを目的とする。 
 
なお、本調査は経年的に実施している調査が中心とな

っている。したがって、本報告書についても前年と同様

の記載がある。 
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B．研究方法 

AED の製造販売業者に、次の項目に関するデ

ータの提供について依頼し、得られたデータを分

析した。 
（調査項目） 
① 本邦の AED 製造販売業者数 
② 年間（2020～2022）年１月～12 月）の AED

の販売（出荷）台数（実績ベース）、販売先

（医療機関、消防機関、およびそれ以外の

AED （ 以 後 「 PAD 」（ Public access 
defibrillator)）別、都道府県別の販売台数 

③ AED の耐用期間（PAD に限る） 
わが国で販売されている AED 本体（2022
年中に販売されていたもの）を対象とした。 
なお、医療機器の「耐用期間」は、“医療機

器が適正な使用環境と維持管理の基に、適切

な取扱いで本来の用途に使用された場合、そ

の医療機器が設計仕様書に記された機能及

び性能を維持し、使用することができる標準

的な使用期限”と定義されている 1) 。AED
本体の耐用期間は、製造販売業者が使用環境、

単位時間内の稼働時間や使用回数などを考

慮し、耐久性に係るデータから設定されてい

る。耐用期間と保証期間は一致せず、一般に

保証期間の方が短い。 
④ 廃棄登録台数（PAD に限る） 

これまでに廃棄登録された台数（更新を迎え

た AED などを同じ製造販売会社が新しい

AED で置き換えた場合や、AED の管理者か

ら廃棄したと報告があったもの等） 
 

C．研究結果 

1）AED の製造販売業者数 

本邦の AED の製造販売業者数については、平

成 16（2004）年当初３社であったが、徐々に増

加し令和４年（2022）年１月現在７社となって

いる。令和２～４年年中に新たな業者の参入はな

かった。 

2）AED の販売台数 

・販売台数の累計 
平成 16（2004）年７月から令和４年（2022）

年12月末までのAEDの販売台数の累計を図表１

に示す。 
 
図表１ 

AED販売台数の累計 
（19年間：2004～2022） 

医療機関 207,416  13.7% 
消防機関 29,563  2.0% 

PAD 1,277,024  84.3% 
合計 1,514,003  100% 

 

 
・平成 16（2004）年以降の AED の販売台数の

累計のこれまでの推移を図表２（文末）に示す。 
・平成 16 年（2004）以降の年間の AED の新規

販売台数を図表３（文末）に示す。令和４年

（2022）年中に、91,503 台の PAD が販売さ

れた。 
・令和４年（2022）年１月～12 月の都道府県別

の PAD の販売台数を図表４（文末）に示す。 
 
3）AED の耐用期間 

AED の製造販売業者によって、わが国で販売

されている AED 本体（2022 年中）の耐用期間

を（図表５）に示す。最短 6 年、最長 10.5 年、

平均 7.8 年（単純平均）、最頻値 8 年であった。 
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図表５ 

 
 

機器名 
耐用 
期間 

2022年 
販売 

カルジオライフ AED-3250 8 〇 
カルジオライフ AED-3151 8 〇 
カルジオライフ AED-3150 8 〇 
カルジオライフ AED-3100 8 〇 
カルジオライフ AED-3101 10.5 〇 
カルジオライフ AED-2151 6 〇 
サマリタン PAD 450P 8 〇 
ライフパック CR2 8 〇 
サマリタン PAD 350P 8 〇 
サマリタン 360P 8 〇 
ハートスタート HS1+e 8 〇 
ハートスタート FRx+e 8 〇 
シーユーＳＰ１ 7 〇 
アイパッド NF1200 7 〇 
ZOLL AED Plus 7 〇 
ZOLL AED 3 8 〇 
HDF-3500 7 〇 
RQ-6000 8 〇 
平均耐用期間（全製品） 7.8  18機種 

 

4）廃棄登録台数（PAD に限る） 

・各製造販売業者が把握している PAD の廃棄登

録台数の合計のこれまでの累計は 307,525 台

であった 
・この一年間の新規の破棄台数の登録は 35,587

台であった。昨年の 60,308 台から大きく減少

（－41%）した。 
 
5）製造販売業者の登録上の設置台数 

2)の PAD の累計販売台数から、廃棄登録台数

を差し引くと 969,499 台となり、製造販売業者

の登録上は、この台数の PAD が市中に存在する

ことになる（図表６）。 

 
 

図表６ 
  

 製造販売業者の登録上の設置台数 

 ①PAD 累計販売台数 1,277,024 
 

②うち累計廃棄台数※ 307,525  
 

（2019年の新規の廃棄登録数） 35,587  
 

③廃棄の割合（②／①） 24.1% 
 

④販売累計-廃棄累計 969,499  
  

※各製造販売業者が把握しているものに限られている 

6）AED の廃棄台数の補捉率 

「AED の廃棄台数の捕捉率」を、「販売され耐

用年数を超えた AED のうち、製造販売業者によ

って廃棄登録された割合」と定義し、次の前提を

置き試算した。その結果、AED の廃棄台数の捕

捉率は 59.6％であった。昨年の 63.4％より 3.8％
低下した。廃棄台数の捕捉率の経年変化を示す

（図表７）。 

図表７ 廃棄台数の捕捉率の経年変化 
 

＜捕捉率の算定の前提＞ 
●販売された AED は７年ですべて耐用期間を迎える 

●耐用期間を迎えた AED は、１年以内に廃棄登録される（販

売から廃棄登録までに要する期間を８年と仮定） 

●つまり、2014 年までに販売された AED（累計販売数

516,135）はすべて廃棄登録の対象となる 

●2021 年までの累計廃棄登録台数：307,525 台（前年

271,938 台） 

→廃棄 AED の捕捉率 
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＝307,525／516,135＝59.6％（前年＝63.4%） 

各製造販売業者別にみると 0％～82%と大き

な差があった。 
 

7）耐用年数からみた設置 PAD 台数の推測 

PAD が販売されて破棄されるまでの平均期間

を７年とし、2014 年までに販売されたものはす

べて破棄され、2015～21 年までの７年間に販売

されたものはすべて設置されていると仮定する

と、わが国では、67.6 万台が設置されていると

推定できる（図表８）。 
 

 
耐用年数からみた設置 PAD 台数（推測）の経

年推移を図表９に示す。 
 

図表９ 耐用年数からみた設置 PAD台数（推測）
の経年推移 

 
8) PAD の使用頻度 

総務省消防庁の「救急・救助の現況」（令和３

年度）によれば、PAD によって電気ショックを

実施された傷病者数（2021）は 1,719 人である。

2021年に670,249台のPADが設置されていたと

想定（昨年度報告）されており、2021年中に、

電気ショックを行うために 390 台に１台の PAD
が使用されたと試算できる。台数あたりの PAD
による電気ショック実施の推移を図表１０に、一

般市民が目撃した心原性心停止に一般市民が

AED によって電気ショックを実施した割合の推

移を図表１１に示す。（※図表 11 は、総務省消防

庁の救急救助の現況のデータのみを用いて作成） 
 

図表10 電気ショック1件あたりに配置されてい
る AED 数の推移（年間に何台に一台の AED が使
用（電気ショックを実施）されたか 

図表 11 一般市民が目撃した心原性心停止に一
般市民が AED によって電気ショックを実施した
割合の推移 

 
 

D．考察 

1．年間の販売台数と累計販売台数 

PAD の年間の販売台数について 2021 年は過

去最大を記録したが、2022 年は前年比 13%減少

した。これまでの PAD の累計販売台数はおよそ

図表８ 

設置されている PADの推測 
（耐用年数内（７年）にある PAD） 
（2016～22 年の合計） 675,505    
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128 万台に達した。 

2．販売台数と設置台数 

販売台数については、日本の AED の全製造販

売業者からの一次情報を元に集計したものであ

り、この数値の信頼度は高いと考えられる。一方

で設置台数については、全国的、義務的な登録制

度がないため明確な数字は明らかでない。本調査

では、耐用年数からみた設置 PAD 台数の推測、

つまり販売された AED のうち、耐用年数にある

ものはすべて設置されており、耐用年数を過ぎた

ものはすべて回収されると仮定して試算してい

る。しかし、販売された AED が速やかに市中に

設置されるとは限らないし、また耐用年数が過ぎ

たAEDが速やかに回収されない場合もあると想

定されるため必ずしも現実の設置台数と一致し

ていない。 
より正確な PAD の設置台数の把握のためには

リアルタイムでその設置状況を調査する必要が

ある。現在、複数の製造販売業者において通信機

器の内蔵された AED の販売が進められ、あわせ

てAEDの稼働状況をオンラインで常時管理する

仕組みの構築が進められている。すべての AED
が通信機器に内蔵されたものに置換されれば全

国の PAD の設置状況の把握が可能となるかもし

れない。 
なお、近年、PAD の耐用年数が徐々に伸びて

おり、現在販売されている機器の単純平均で平均

7.8 年（＋0.3 年）、最頻値 8 年となっている。本

年は、前回と同様に PAD の耐用年数を 7 年とし

て算定した。耐用年数の延長が市中への配置に影

響してくる 2025 年ごろより、耐用年数による調

整を行う必要がある。 
 

3．廃棄登録の把握 

従来から述べているとおり 2)、AED は「医薬

品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律」に規定する高度管理医療機器及

び特定保守管理医療機器に指定されている。また、

その製造販売業者は、厚生労働省より「AED の

設置者の全体の把握に努め、円滑な情報提供が可

能となるよう設置者の情報を適切に管理する」こ

とを求められている 3) 。これは、かつて AED を

いざ使用しようとした際にバッテリー切れなど

によって使用できなかった事例が相次いだ 4) こ
とを背景にしたものである。AED の製造販売業

者は、自社の販売したAEDの廃棄台数について、

正確な数の把握が求められているといえる。 
廃棄台数の捕捉率（販売され耐用年数を超えた

AED うち、製造販売業者によって廃棄登録され

た割合）は、今回の調査では 59.6％であった。

前年度に比べ 3.8%減少した。廃棄台数の捕捉率

は、AED の適切な管理の指標の一つと考えれら

れる中で比較的大幅に減少した。AED の管理者

や製造販売業者の管理意識の低下の一端を示し

ている可能性があり、近年でもバッテリー切れ等

により AED が使用できない事例が生じている 5) 
中、捕捉率の動向に留意する必要がある。各製造

販売業者間には捕捉率に２倍程度（最小 0%、最

大 82%の開きがある。低い捕捉率にとどまる製

造販売業者の取り組みが待たれる。 
 

4．廃棄台数の捕捉率向上のための取り組み 

製造販売業者によるAEDの登録管理向上の取

り組みの一つとして、機器の廃棄回収スキームの

試行が進められている。これは、AED の廃棄を

指定の運送業者、指定の場所にて一貫、集約して

実施することでAEDの廃棄登録と廃棄処理を円

滑に確実に実施するため体制づくりを目指すも

のである。これにより、廃棄登録がなされないま

ま処分されたり、廃棄登録されたにも関わらず、

使用されたり転売されたりする事象を未然に防

ぐことができる。 
2020 年の一社での試行を経て、2021～2022

年には複数社のAEDの回収が共同事業として行

われた。AED が高度管理医療機器及び特定保守

管理医療機器に指定されおり、製造販売業者には
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適切な管理が求められる中、前向きで必要な取り

組みであるといえる。次年度以降に、さらにそれ

が広がりAEDの製造販売業者全社が参加するよ

うになれば廃棄登録がより確実に行われる体制

が構築できる。 
全社への発展には、その費用負担が大きな課題

となる。自動車や家電等の廃棄等に倣えば、AED
の購入者が負担を求めることになる。その場合は

自動車リサイクル法のように購入時の事前の納

付が望ましいであろう。いずれにしろ、購入者の

理解が重要となる。AED が適切に管理されてな

いといざというときにAEDが適切に作動しない

状況の原因となる。その点などについて購入者説

明し理解を求める必要がある。 
 

5．AED の設置と使用のミスマッチ 

図表 10 のとおり 390 台のうち一台の AED が

１年間で１回、電気ショックのために使用されて

いる。これは、わが国の１台の AED は平均 390
年間に１度使用される頻度であることを意味す

る。 
一方で、令和４年版救急救助の現況によれば、

2021 年中に一般市民が心原性心肺機能停止の時

点を目撃した傷病者は 26,500 人であるが、その

うち市民によって電気ショックが行われたもの

は 1,096 人（4.1%）にとどまる。電気ショック

には至らないものの電極パッドが張られるなど

して AED が使用されたものも含めると、過去の

報告 6) などからすると約6,000人にAEDが用い

られたと考えられるが、これは心原性心停止のお

よそ 8 割で AEDが使用されていないことを意味

する。AED の設置数は増加しているにも関わら

ず、使用すべきときに使われていないという

AED の設置と使用のミスマッチの解消が今後の

課題となる。 
 

E．結論 

これまでおよそ 150 万台の AED が販売され、

うち市中に設置される AED（PAD）が 84％（128
万台）を占める。販売台数と機器の耐用期間から

推定される市中への AED 設置台数（2019 年末）

は、およそ 67.5 万台である。AED の適切な管理

の指標となる廃棄台数の捕捉率は 59.6％と前年

に比べ減少した。低い捕捉率にとどまる製造販売

業者の取り組みが待たれる。AED は多数設置さ

れているにも関わらず使用したいとき使われて

いないというAEDの設置と使用のミスマッチの

解消も今後の課題である。 
 
本調査は経年的なデータの積み重ねが重要と考えてお

り、前年度に実施した調査を元に調査、報告している。

したがって、報告書についても前年と同様の記載がある。 
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図表２ AED の販売台数の累計の年次推移  

 

 

図表３ 年間の AED の新規販売台数の年次推移 
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図表４ 都道府県別の PAD の販売台数 （令和４年（2022）年１⽉〜12 ⽉） 
 

 
北海道 3,913  
⻘森 713  
岩⼿ 820  
宮城 1,482  
秋⽥ 665  
⼭形 750  
福島 1,353  
茨城 1,886  
栃⽊ 1,174  
群⾺ 1,579  
埼⽟ 4,323  
千葉 3,678  
東京 10,153  

神奈川 4,854  
新潟 1,733  
富⼭ 646  
⽯川 779  
福井 705  
⼭梨 819  
⻑野 1,666  
岐⾩ 1,863  
静岡 2,612  
愛知 5,987  
三重 1,196  

滋賀 977  
京都 1,295  
⼤阪 5,527  
兵庫 4,310  
奈良 838  

和歌⼭ 793  
⿃取 498  
島根 702  
岡⼭ 1,050  
広島 1,820  
⼭⼝ 818  
徳島 782  
⾹川 780  
愛媛 1,348  
⾼知 705  
福岡 3,531  
佐賀 527  
⻑崎 887  
熊本 1,225  
⼤分 943  
宮崎 786  

⿅児島 998  
沖縄 994 
総計 91,503 
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令和２〜４年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

個人情報保護法令を踏まえた AED 内部に残された情報の取り扱いに関する研究 

 

研究分担者 田邉 晴山 救急救命東京研修所 

研究協力者 湯淺 墾道 明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科 

 

研究要旨 

＜目的＞ 
傷病者の救命のためにAEDを使用した場合には､AED機器内部に､傷病者の心電図情報や

周辺音声情報が記録される｡これらAEDに残された情報について､その管理者は誰なのか､個

人情報保護法などの観点からそれをどのように扱うのが適切なのかについて明らかになって

おらず､有効に活用されていないのが現状である｡ 
このような状況を踏まえて､AED の内部に残された情報の取り扱いのあり方について明ら

かにすることを目的とした｡ 
＜方法＞ 
個人情報や情報セキュリティについての専門家に、AED の機器の現状、救急蘇生法の概要、

傷病者が心停止に陥った場合の一般的な対応手順などについて説明した上で、その専門家と

の会議形式の議論で AED の内部情報の適切な取り扱いについてとりまとめた整理した。 
＜結果＞ 

AED の管理者（設置者）が、機器に残された情報を収集・保有している者として個人情報

保護法令上の個人情報取扱の責任を負う者となる。AED の管理者（設置者）から第三者への

音声情報の提供について、管理者（設置者）が、個人情報を含む可能性のある音声情報を、

第三者（製造販売業者など）へ提供するにはその個人から了解を得るのが基本である（個人

情報保護法 23 条）。ただし、その本人の利益（生命、身体）になる場合には、本人の同意を

得ることが困難であるならそれなしで提供可能である（個人情報保護法 23 条 1 項 2 号）。し

たがって、個人情報に該当する情報でも、治療にあたる医師からの要請があれば、傷病者を

治療する医療機関に提供することは可能である。また、公衆衛生の向上のために特に必要が

ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるときも、個人の了解なく情報提供可

能である（23 条 1 項 3 号）。AED が適切に使用されたか、機器が正常に作動したかについて

の検証は、「公衆衛生の向上のため」に該当すると考えられる。ただし、プライバシー情報を

含むこともあり、その取扱いには十分に留意する必要がある。 
＜結論＞ 
救命のために AED を使用した場合の、AED 機器内部に残された心電図情報、音声情報な

どについて、個人情報保護法令上の適切な取り扱いについて明らかにした。 
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A．研究目的 

傷病者の救命のためにAEDを使用した場合に

は、AED 機器内部に、傷病者の心電図情報が記

録される。この情報は、AED が適切に作動した

かどうかの検証や、医師が入院後の傷病者の治療

方針を考える上での重要な資料となる。また

AED の機種によっては AED 使用時の周辺音声

を録音し、内部に保存している。この情報は、例

えば、救助者がどのように救急蘇生法を実施した

かを明らかにし、それはより良い救急蘇生方法や

講習方法の検討に有用な資料となる。 
しかし、これらAEDに残された情報について、

その管理者は誰なのか、個人情報保護法などの観

点からそれをどのように扱うのが適切なのかに

ついて明らかになっておらず、有効に活用されて

いないのが現状である。 
このような状況を踏まえて、AED の内部に残

された情報の取り扱いのあり方について明らか

にすることを目的とした。 
 

B．研究方法 

個人情報や情報セキュリティについての専門

家に、AED の機器の現状、救急蘇生法の概要、

傷病者が心停止に陥った場合の一般的な対応手

順などについて説明した上で、その専門家との会

議形式の議論でAEDの内部情報の適切な取り扱

いについてとりまとめ整理した。 
 

C．研究結果 

AED の内部情報の適切な取り扱いについて、

次のようにとりまとめ整理した。 

1．AED に残された情報の整理について 

1）心電図情報 

心電図情報だけでは個人情報、プライバシー情

報のいずれにも通常は該当しない（ただし、医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス（平成 29 年 4 月 14 日

通知、同年 5 月 30 日適用、令和 2 年 10 月 9 日

改正）では医療介護関係事業者に責務を追加して

いることには留意が必要）。 
2）音声情報 

音声に残された情報は個人を特定することが

可能であるときには個人情報に該当する場合が

ある。 
個人情報に該当しなくても、プライバシー情報

に該当する場合がある。 

2．情報の管理者と該当する個人情報保護法令

について 

AED の管理者（設置者）が、機器に残された

情報を収集・保有している者として個人情報保護

法令上の個人情報取扱の責任を負う者となる（監

視カメラ、ドライブレコーダーなどと同じ整理と

なる）。機器に残された情報について、AED の製

造販売業者は第三者となる（リースの場合は、業

務委託となるのか等、契約による）。 
（1）市役所、その市が設置する地方独立行政法

人等の施設の AED の情報：その市の個人情報

保護条例に従う 
（2）財団や民間が管理する AED の情報：個人

情報保護法に従う（財団や民間企業が個人情報

保護法上の個人情報取扱事業者となる） 

3．AED の機器による情報の収集について 

設置者は、個人情報にあたる可能性のあるデー

タを適切な方法で収取する必要がある。 
1）心電図情報 

機器の性質上、心電図情報が収集されるのは理

解できるものであり、機器が心電図情報を収集す

ること自体は通常問題とならない。 
2）音声情報 

機器が音声情報を収集するとは一般に理解さ

れているとはいえない。音声情報を収集すること

を機器に明記するなどの対応を検討する必要が

ある可能性がある。 
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4．AED の管理者（設置者）から第三者への音

声情報の提供について 

・管理者（設置者）が、個人情報を含む可能性の

ある音声情報を、第三者（製造販売業者など）

へ提供するにはその個人から了解を得るのが

基本である（個人情報保護法 23 条）。 
・ただし、その本人の利益（生命、身体）になる

場合には、本人の同意を得ることが困難である

ならそれなしで提供可能である（個人情報保護

法 23 条 1 項 2 号）。したがって、個人情報に

該当する情報でも、治療にあたる医師からの要

請があれば、傷病者を治療する医療機関に提供

することは可能である。 
・公衆衛生の向上のために特に必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることが困難であると

きも、個人の了解なく情報提供可能である（23
条 1 項 3 号）。AED が適切に使用されたか、機

器が正常に作動したかについての検証は、「公

衆衛生の向上のため」に該当すると考えられる。

ただし、プライバシー情報を含むこともあり、

その取扱いには十分に留意する必要がある。 
・いずれにしても設置者の判断（責任）で、第三

者（製造販売業者など）へ情報提供が行われる

ことになる。情報提供を円滑に行うために、

AED の販売時に情報提供についてあらかじめ

取り決めを行うのは有用であろう。提供するの

ではなくデータの分析等を委託する場合は、業

務委託となり、業務委託先の監督義務が生じる。 
・個人情報保護条例には、救急搬送などを想定し

て当該規定があることが多いので、民間事業者

と同様に提供が可能と考えられるが、審議会へ

の諮問を義務づけている場合等もあり当該条

例の規定に従う必要がある。 

5．個人情報の提供の記録 

民間事業者の場合は個人情報の提供を行った

場合には、提供する側とされる側で記録を残す必

要がある（個人情報保護法 25 条、26 条）。市な

どの公的機関から提供する場合については、条例

の規定による。 
 

D．考察 

AED の機器の利用の際には、AED の設置者、

傷病者、AED の使用者（救助者）などが関係し

ており、AED 内部に残された心電図情報や音声

情報の管理者が誰にあるのか必ずしも明確とな

っていなかった。市中に設置されている監視カメ

ラ、ドライブレコーダーなどに残された録画情報

などの取り扱いと同様に考えれば、AED の管理

者（設置者）が機器に残された情報を収集・保有

している者として個人情報保護法令上の個人情

報取扱の責任を負う者となることが明らかにな

った。 
また、AED の管理者（設置者）が、AED に残

された傷病者や使用者などの個人情報を含む可

能性のある情報を、第三者（製造販売業者など）

へ提供するには、その個人（傷病者など）から了

解を得るのが基本となるものの、心電図情報など

が、傷病者の利益（生命、身体）になる場合には、

傷病者の同意を得ることが困難であるならそれ

なしで提供可能であることがわかった。 
さらに、AED が適切に使用されたか、機器が

正常に作動したかの検証など、公衆衛生の向上の

ために特に必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難であるときも、個人の了解なく

情報提供可能であることがわかった。この場合、

その情報を取り扱う目的が公衆衛生の向上にた

めに必要であることが第三者からも明確になる

ように示す必要がある。 
ただ、傷病者の利益になる場合でも、公衆衛生

の向上のために特に必要がある場合であっても、

個人情報は十分に慎重に取り扱う必要があり、

AED の内部情報を取り扱う者には十分な留意が

求められる。 
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E．結論 

救命のために AED を使用した場合の、AED
機器内部に残された心電図情報、音声情報などに

ついて、個人情報保護法令上の適切な取り扱いに

ついて明らかにした。 
 

F．研究発表 

なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
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令和２〜４年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

救助者が使用した AED 内部情報（心電図記録）の解析； 

AED 内部記録情報を通じた市民救助者の AED 取り扱い状況 

 

研究分担者 丸川征四郎 吹田徳洲会病院集中治療センター 

      畑中 哲生 救急救命九州研修所 

研究協力者 金子  洋 日本赤十字社愛知医療センター名古屋第一病院 

      長瀬 亜岐 おひさまクリニック西宮 

 

研究要旨 

市民救助者が院外心停止に対する心肺蘇生処置において使用した AED の内部記録情報を

解析することで市民の AED 取り扱い状況を明らかにし、AED の普及啓発ならびに AED の

改良に資する新たな情報を提供することを目的として研究を実施した。 
1．市民救助者が電気ショックを行うまでの時間 
2004 年 12 月-2020 年 9 月に市民救助者が AED を使用した心肺蘇生事例（3,469 事例）の

AED 内部記録情報を抽出し、AED が電気ショック適応と判定した事象を含み、かつ心電図

記録及び操作記録（イベントログ）に欠損等がない 1,582 事例を対象として、AED が電気シ

ョック可能な状態となってから救助者が電気ショックを行うまでの所要時間とその分布状況

を解析した。対象の 1,582 事例において、AED が電気ショック適応と判定した 3,027 事象が

含まれており、そのうち 78.4%（2,373 事象）で電気ショックが施行された。AED が電気シ

ョック可能となってから市民救助者が電気ショックを施行するまでの所要時間の中央値（四

分位範囲）は、7(6-9)秒で、最小値は 0 秒、最大値は 30 秒であった。AED が電気ショック

可能状態を内部放電によって取り消した事象は 590 事象（19.5％）であった。救命率を向上

させるには、電気ショックを施行するまでの所要時間を短縮する方策が必要であり、ショッ

クボタンが即座に押されなかった理由や内部放電に至った理由を明らかにして AED の改良

や市民への教育プログラム改善につなげる必要がある。 
2．市民救助者は AED のメッセージに従って適正に電気ショックを施行しているか 
上記 3,469 事例から AED 内部記録情報を抽出し、胸郭インピーダンスの連続記録が存在

する機種における 1,008 事例を解析対象とし、心電図解析中および心電図解析後の電気ショ

ックあるいは内部放電までの期間に胸骨圧迫を含む身体接触の有無を評価した。［1］自動心

電図解析が実行された 5,373 事象において、心電図解析が「適正に完了（救助者が身体接触

等で心電図解析を妨害しなかった）」した事象は 65％（3,497 事象）、心電図解析が何らかの

原因で「延長した」ため適正に完了したと見做せない事象が 29.5％（1,584 事象）であった。

残る 5.4%（292 事象）では、身体接触（胸骨圧迫を含む）、パッド外れ、電源切断などが原

因で心電図解析が「中断された」と評価された。［2］救助者が電気ショックを施行した 888
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事象において、2 事象（0.2%）では救助者が胸骨圧迫を継続していた。［3］AED が電気シ

ョック適応と判定した 1,104 事象のうち、19.6%（216 事象）では救助者が電気ショックを

施行されておらず、そのうち 43.5%（94 事象）では救助者が胸骨圧迫を継続し、15.7%（34
事象）では電極パッド外れ、電源切断があった。［4］心電図記録の目視判断で電気ショック

適応である 1,010 事象のうち、AED の解析で電気ショック非適応と判断されたものが 1 事象

あり、この事象では解析中に救助者が胸骨圧迫を行っていた。［5］心電図記録の目視判断で

電気ショック非適応である 4,071 事象のうち、AED の解析で電気ショック適応と判断された

ものが 2.3%（95 事象）あり、そのうち胸骨圧迫や身体接触等によるものが 92.6%（88 事象）

であった。［6］心電図解析が適正に行われた（救助者が身体接触等で心電図解析を妨害しな

かった）事象の割合と、適応の場合に電気ショックが実施される割合は、心電図解析を繰り

返すに従って低下する傾向を認めた。以上より、AED の心電図解析時には胸骨圧迫を中断し、

電気ショック施行まで傷病者に触れないことが指導されているが、市民救助者は AED のメ

ッセージに従って行動していないことが明らかとなった。市民救助者による心肺蘇生の実施

や AED 操作の検証を継続的に実施し、集積したデータに基づいて啓発の方法や AED の改良

を提言できる仕組みづくりが望まれる。 

 

A．研究目的 

当研究の目的は、市民救助者が院外心停止に対

する心肺蘇生処置において使用したAEDの内部

記録情報を解析することで、市民の AED 取り扱

い状況を明らかにし、AED の普及啓発ならびに

AED の改良に資する新たな情報を提供すること

である。 
 

B．研究方法 

1．市民救助者が電気ショックを行うまでの時

間（R2 年度） 

対象：2004 年 12 月から 2020 年９月までの間

に市民救助者が AED を使用した心肺蘇生事例

（3,469 事例）の AED 内部記録情報を抽出し、

AED が電気ショック適応と判定した事象を含み、

かつ心電図記録及び操作記録（イベントログ）に

欠損等がない 1,582 事例を分析対象とした。なお、

これらには B 社製 AED および C 社製 AED を

使用した事例が混在している。 
方法：AED が電気ショック可能な状態となっ

てから救助者が電気ショックを行うまでの所要

時間とその分布状況を、心電図波形、および AED
操作履歴（イベントログ）に印字されている心電

図解析開始、電気ショック適応、電気ショック、

内部放電を用いて解析した。 
 

2．市民救助者は AED のメッセージに従って

適正に電気ショックを施行しているか

（R3-4 年度） 

対象：3,469 事例から AED 内部記録情報を抽

出し、C 社製 AED について、心電図記録が欠損

しているなど記録が不完全な事例を除いた

1,008 事例を解析対象とした。これらの解析は、

電源投入から電源切断までの間に自動心電図解

析によってAEDが電気ショック適応と判定した

事象が①含まれる 569 事例（R3 年度）と②含ま

れない 439 事例（R4 年度）に分けて実施した。

なお、研究対象を C 社製に限定した理由は、B
社製には胸郭インピーダンスの連続記録が存在

しないため正確な解析が行えないためである。 
方法：心電図解析中および心電図解析後の電気

ショックあるいは内部放電までの期間（このシー
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クエンスの中途で中断したものを含め、この期間

の経過を事例と区別するために「事象」と呼ぶ）

に胸骨圧迫を含む身体接触の有無を全ての事象

について評価した。 
胸骨圧迫を含む身体接触有無の評価方法は、抽

出した各事象について筆者らが個別に解析し、そ

の解析結果を全員が参加する評価会議に掛け、最

終的な判断を得た。 
 

C．研究結果 

1．市民救助者が電気ショックを行うまでの時

間（R2 年度） 

1,582 事例には、AED が電気ショック適応と

判定した 3,027 事象が含まれていた。そのうち、

2,373 事象（78.4%）で電気ショックが施行され

た。AED が電気ショック可能となってから市民

救助者が電気ショックを施行するまでの所要時

間の中央値（四分位範囲）は、7（6-9）秒で、最

小値は 0 秒、最大値は 30 秒であった。 
AED が電気ショック可能状態を内部放電によ

って取り消した事象は 590 事象（19.5％）であ

った。 
 

2．市民救助者は AED のメッセージに従って

適正に電気ショックを施行しているか

（R3-4 年度） 

C 社製 AED の 1,008 事例の AED 内部記録情

報を対象に下記の項目について解析した。 
 

1）AED の音声ガイドに対する救助者の行動 

(1) 心電図解析中における救助者の行動 
自動心電図解析が実行された事象は 5,373 事

象であった。これらは、次の 3 つのカテゴリーに

分類できた。①心電図解析が「適正に完了（救助

者が身体接触等で心電図解析を妨害しなかっ

た）」した事象は 3,497 事象（65％）であった。

心電図解析が「適正に完了」しなかった事象

1,876 事象のうち、②心電図解析が何らかの原因

で「延長した」ため適正に完了したと見做せない

事象は 1,584 事象（29.5％）であった。③残る

292 事象（5.4%）では、身体接触（胸骨圧迫を

含む）、パッド外れ、電源切断などが原因で心電

図解析が「中断された」。 
(2) 電気ショックを施行した事象における救助

者の行動 
救助者が電気ショックを施行した事象は 888

件であった。このうち、2 事象（0.2%）では救助

者が胸骨圧迫を継続していた。この際に、救助者

が感電したか否かはAED内部記録情報では不明

である。 
(3) AED が電気ショック適応と判定したが、電気

ショック未実施における救助者の行動 
AED が電気ショック適応と判定した 1,104 事

象のうち、216 事象（19.6%）では救助者が電気

ショックを施行しなかった。そのうち、94 事象

（43.5%）では、救助者が胸骨圧迫を継続してお

り、88 事象（40.7%）では、心電図、胸郭イン

ピーダンスに胸骨圧迫や身体接触等に伴う変化

を認めなかった。これらの電気ショックボタンが

押下されなかった理由はAED内部記録情報では

不明である。また、34 事象（15.7%）では電極

パッドが外れた・外した、または AED の電源が

切断されていた。この事象の多くは内部記録情報

の最後尾で認めた。 
 

2）AED の心電図解析能 

(1) 目視で電気ショック適応、AED が電気ショ

ック非適応と判定した事象における救助者の

行動 
著者らが目視で心電図波形が電気ショック適

応と判断した 1,010 事象のうち 1 事象（0.1%）

ではAEDが電気ショック非適応と判定していた。

この事象では解析中に救助者が胸骨圧迫を行っ

ていた。 
(2) 目視で電気ショック非適応、AED が電気シ

ョック適応と判定した事象における救助者の
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行動 
著者らが目視で心電図波形が電気ショック適

応ではないと判断した 4,071 事象の内、95 事象

（2.3%）では AED が電気ショック適応と判定し

ていた。これら事象で、AED が電気ショック適

応と判定（誤判定）した要因は、胸骨圧迫や身体

接触等によるもの 92.6%（88/95）、充電中に心電

図波形が変化したもの 3.2%（3/95）であった。4
事象では救助者による胸骨圧迫や身体接触、充電

中の心電図変化等が認められず、正常に心電図解

析が完了し電気ショック適応と判定したが、著者

らは目視で電気ショック適応ではないと判断し

た。 
(3) 適正に心電図解析が実行され、電気ショック

が実施された割合の経時的変化 
AED による心電図解析が適正に行われた（救

助者が身体接触等で心電図解析を妨害しなかっ

た）事象の割合は、心電図解析を繰り返すに従っ

て低下する傾向を認めた。また、電気ショック適

応と判定された事象のうち、救助者が電気ショッ

クを施行する割合にも、同様の傾向を認めた。 
 

D．考察 

1．市民救助者が電気ショックを行うまでの時

間 

市民救助者が電気ショックを行うまでの時間

分布が、多数事例の集計で示されたのは当研究が

初めてである。心肺蘇生率を向上させるには、平

均時間 7 秒をもっと短縮する方策、分布曲線を左

方へ押しやる方策が必要である。最近、我が国に

導入されたオートショック AED1)は、その解決策

の一つであるが、電気ショック可能となってから

自動電気ショック実行までの時間は 7 秒を超え

ている機種もあるので、さらに改良が望まれる。

オートショックAEDが広く普及するには時間が

かかると考えられることから、ショックボタンが

即座に押されなかった理由や内部放電が行われ

た理由を明らかにすることは、AED の改良や市

民への教育プログラム改善に寄与すると考えら

れ、今後の課題である。 
 

2．市民救助者は AED のメッセージに従って

適正に電気ショックを施行しているか 

周知のごとく「救急蘇生法の指針」2)には、自

動心電図解析が始まれば胸骨圧迫を中断し、電気

ショック施行まで傷病者に触れないことと明記

されている。しかし、救助者は期待の通りには行

動していないことが明らかとなった。この事実は

電気ショックの施行が遅れることや施行されな

いことにつながるので、改善のために効果的な対

策が必要である。救助者が胸骨圧迫を継続するな

どで心電図波形に歪み（ノイズ）が生じて、AED
が心電図解析を中断する（29.5％（1,584/5,373））、
電気ショック適応の事象で電気ショックが施行

されない（19.6%（216/1,104））、ノイズを電気

ショック適応と判定（誤判定）した事象（88 事

象）が確認された。また、2 事象で電気ショック

を施行した際に、救助者が傷病者に触れていた。

救助者がAEDの音声メッセージ等を認識できな

かった、AED の操作が正しくなかったかなどが

要因として推測され、その実態の解明が必要であ

る。 
当研究の解析結果を欧州からの報告 3)-4)と比較

すると、救助者が電気ショックを施行しなかった

割合や心電図解析中に胸骨圧迫が実施されたこ

とによる心電図解析の延長や中止の割合は、当研

究結果が明らかに高い。この要因として、救助者

に対する一次救命処置教育の質や頻度の違い、使

用されている AED 機種の違い、さらには救急医

療体制の違いなどが考えられ、これも今後の課題

である。 
救助者は、心電図解析を重ねる毎に、落ち着き

を取り戻し、AED の音声メッセージ等に従い適

正な心電図解析と適正な電気ショックの割合が

増えると予測されるが、実際には心電図解析を重

ねる毎に、これらの割合は低下している。救助者
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は心拍再開が得られない事態によって心理的に

圧迫され、絶え間ない胸骨圧迫に集中し、AED
が発する音声メッセージや画面メッセージに従

うことができなくなったのかも知れない。 
AED 内部記録情報の解析によって市民の

AED 取り扱い状況から市民の心肺蘇生の実施状

況の一端を知ることができた。病院外心停止傷病

者の救命率向上を図るために、研究者が AED 内

部記録情報を入手して、救助者による心肺蘇生法

や AED 操作の検証を行い、集積したデータに基

づいて啓発の方法やAEDの改良を提言できる仕

組みづくりが望まれる。 
 

E．結論 

3,469 事例の AED 内部記録情報を解析した。

この AED 内部記録情報の解析によって、市民救

助者のAED使用状況について新たな客観的デー

タを得ることができた。この結果は、AED の普

及啓発ならびにAEDの改良の方向性を示唆する

可能性がある。今後、AED 内部記録情報を収集・

解析し公衆衛生の向上に資するシステムの発展

を期待したい。 
 

F．研究発表 

1．論文発表 

1) 丸川征四郎、金子洋、畑中哲生、長瀬亜岐、

坂本哲也：我が国におけるオートショック

AED の導入と課題.蘇生 41(1);1-6.2021 
2) 金子洋、長瀬亜岐、丸川征四郎：AED のさ

らなる活用に関する“わかっていないこと”.
救急医学 46(9);1027-1033,2022 

3) 畑中哲生：機械式 CPR 装置に関する“わか

っていかいこと”,救急医学 46(9);1057-1060, 
2022 

4) 丸川征四郎：トピックス新しい AED－オート

ショック AED への期待.医学のあゆみ 282 
(12)：1089-1890,2022. 

5) 丸川征四郎、金子洋、長瀬亜岐、畑中哲生：

商業ベースで行われた AED の使用事後調査

資料の解析.日本臨床救急医学会雑誌 25(6)：
907-9015,2022 

6) 丸川征四郎：新しい AED～オートショック

AED への期待.救急救命 25(2)：14-16,2023 
7) 畑中哲生：院外心停止の治療戦略：早期搬送

VS 現場滞在.救急救命 25(2)：17-19,2023 
 

2．学会発表 

1) 畑中哲生：フルオート AED の導入と課題.日
本蘇生学会第 39 回大会，東京，2020 年 11
月 

2) 畑中哲生：効果的な心肺蘇生とそのエピデン

ス．第 49 回日本集中治療医学会学術集会，

仙台，2022 年 3 月 
3) 丸川征四郎：（ランチョンセミナー）オートシ

ョック AED の利点と普及の在り方．第 25 回

日本臨床救急医学会，大阪，2022 年 5 月 
4) 丸川征四郎：（ランチタイム特別セミナー）オ

ートショック AED～新しい AED 導入意義

と展望．第 7 回日本救護救急医学会，東京，

2022 年 10 月 
5) 金子洋、畑中哲生、長瀬亜岐、丸川征四郎：

市民の心肺蘇生は正しく行われているか 
-AED 内部情報からみたバイスタンダーの行

動．日本蘇生学会第 41 回大会，熊本， 2022
年 11 月 

6) 畑中哲生：High Performance CPR，第 10 回

大阪蘇生アカデミー，大阪，2022 年 12 月 
7) 金子洋、丸川征四郎、長瀬亜岐、畑中哲生：

電気ショックは 7 秒後に施行された〜AED
内部情報の解析〜．第 50 回日本集中治療医

学会学術集会，京都，2023 年 3 月 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
2. 実用新案登録 
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なし 
3. その他 
なし 
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1) 丸川征四郎、金子洋、畑中哲生、長瀬亜岐、

坂本哲也：我が国におけるオートショック

AED の導入と課題. 蘇生 41(1);1-6.2021 
2) 日本救急医療財団心肺蘇生委員会監修: 改訂

6版 救急蘇生法の指針2020（医療従事者用）．

へるす出版，東京，2022 
3) Zijlstra JA, Bekkers LE, Hulleman M, et al. 

Automated external defibrillator and 
operator performance in out-of-hospital 
cardiac arrest. Resuscitation 2017;118: 
140-6 

4) Derkenne C, Jost D, Haruel PA, et al. 
Insufficient quality of public automated 
external defibrillator recordings in the 
greater Paris area, a descriptive study. 
Emerg Med J 2020;37:623-8 
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令和２〜４年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

BLS 実施の心理的障壁を考慮した教育プログラムに関する研究 

 

研究分担者 西山 知佳 京都大学大学院医学研究科 人間健康科学系専攻 

            クリティカル看護学分野 准教授 

研究協力者 石見  拓 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 予防医療学分野 教授 

      西岡 典宏 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 予防医療学分野 特定助教 

      小野寺隆太 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 予防医療学分野 大学院生 

 

研究要旨 
市民救助者による心肺蘇生（Cardiopulmonary resuscitation: 以下 CPR）や自動体外式

除細動器（Automated external defibrillator: 以下 AED）の使用を増やすためには、①市民

救助者の救命意欲を高め行動を促す、②CPR 講習会を受講する機会を増やす、③テクノロジ

ーを活用し市民救助者を心停止現場への招集することが JRC 蘇生ガイドライン 2020 で提唱

されている。 
研究①では、②CPR 講習会を受講する機会を増やすことをテーマに学校教育での CPR 教

育に関する調査を行った。卒業要件に CPR や AED に関する教育が含まれたりしたとしても

100％の実施には至っておらず、生徒への CPR の実施状況は 28.4％～77.0％と国や地域によ

ってばらつきがあった。生徒への AED の指導状況に関しては、6.0％～63.0％と CPR の指

導同様にばらつきがみられた。AED の指導に関しては CPR と AED が必ずしも一緒になっ

ているわけではないことも明らかになった。 
教育の機会を増やすことに加え、①市民救助者の救命意欲を高め行動を促す方法を検討す

ることも重要である。心停止現場で CPR の実施や AED の使用を妨げる要因は様々あり、救

助者がパニックに陥ること、心肺蘇生が行えない環境などコントロールできないものもある

が、市民にあらかじめ情報を伝えることで対応できるものもあるのではないかと考える。 
研究②では、CPR 講習会を受講した 18 歳以上の市民を対象に、倒れた人との関係性（身

近な人／知らない人）および性別ごとに救命行動の実施をためらう程度、講習会の後でも救

命行動の実施へのためらう理由を明らかにすることを目的とした。倒れた人が知らない人の

場合、講習会直後であったとしても、倒れた人が身近な人の場合と比べ救命行動を行わない

と回答した人の割合が多かった。救命処置の実施をためらう理由について講習会前は、対象

者（回答者）の性別によらず「手技への不安」を挙げる人が一番多かったが、講習会後は、

男性は「責任を問われる可能性」、女性は引き続き「手技への不安」を挙げていた。救命処置

のうち、胸骨圧迫や AED の使用について男性（回答者）は、倒れた人が知らない女性の場

合（23.5%と 27.4%）、倒れた人が男性の場合（7.8%と 10.4%）と比べて、これらの救命処

置の実施をためらうと選択した人の割合が多かった。救命処置の実施を促す講習会の内容の

見直し、社会への情報発信、社会・文化の醸成が必要である。 
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A．研究目的 

【研究①】 

国や州・地域の法により学校教育（小学校から

高等学校）の授業科目で心肺蘇生（Cardio 
pulmonary resuscitation: 以下 CPR）や自動体

外式除細動器（Automated external defibri- 
llator: 以下 AED）に関する教育が必須項目と位

置づけられている国や地域において、どの程度こ

れらの指導がなされ、その教育の評価されている

のかを文献レビューによって明らかにする。 
 

【研究②】 

心肺蘇生講習会を受講した市民を対象に、講習

会前後で質問紙を用い、倒れた人との関係性およ

び性別ごとに救命行動の実施をためらう程度を

明らかにする。 
 

B．研究方法 

【研究①】 

1）研究デザイン 

文献レビューおよびインタビュー 
2）方法 

① Key question 
今回以下の研究疑問を設定して既存の研究が

どの程度あるのかを評価した。国や州・地域の法

により、学校教育（小学校から高等学校）の授業

科目で CPR 教育が必須項目と位置づけられてい

る国や地域を対象に、その実態を明らかにする。 
②  Search methods and identification of 

studies 
MEDLINE Ovid （ 1946 to 2 November 

2020）; 検索日 2020 年 10 月 8 日）に関連する

検索語を組み合わせて検索を行った（検索式は表

１参考）。 
③  Criteria for considering studies for this 

review 

今回の研究では、その国の法律などで CPR 教

育を行うことが取り決められ学校の授業科目と

して取り組まれた CPR の教育について定量的に

評価された研究を対象とした。 
学校は、小学校、中学校、高校と定義した。年

齢や義務教育期間は各国の教育システムにより

異なること、また飛び級制度を設けている国では、

学年と年齢が異なることも考えられたので、

CPR の指導が実施された場が学校であったもの

を対象とした。具体的な介入（教育方法）、研究

デザイン、アウトカムについては厳密な制限を設

けなかった。今回の検討では、①英語以外の言語

で出版されているもの、②全文の取得ができない

も、③研究目的で児童や生徒へ CPR を行って評

価しているものは対象外とした。 
④ Data extraction and charting 
一次スクリーニングではタイトル及びアブス

トラクトを、二次スクリーニングでは抄録を、三

次スクリーニングとしては本文を確認して、今回

のレビューに該当する否か検討して文献を選択

した。その後、選択した論文から①著者、②発行

年、③国，地域、④対象，サンプルサイズ、⑤方

法、⑥主な結果を抽出した。また該当した論文を

報告している国、地域が定めている法律の内容を

まとめた。 
⑤ インタビュー 

ノルウェー蘇生協議会のメンバーの Dr.Trond 
Nordseth（ノルウェー大学）と Zoom ミーティ

ングを行い、Rogaland（ノルウェー南西部）地

域の 5 つの高校で、現在試みられている CPR 教

育に関して情報収集を行った。 
 

【研究②】 

1）研究デザイン 

質問紙を用いた横断研究 
2）セッティング 

2022 年 11 月～2023 年 3 月までに京都大学、

豊中市消防局、公益財団法人日本 AED 財団が、
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対面またはオンラインで行っている心肺蘇生講

習会とした。 
3）対象者 

① 選択基準 
心肺蘇生講習会に参加した 18 歳以上の市民。

なお、対象者の年齢の上限は設けない。また講習

会の時間、講習会に含まれた指導内容、講習会の

実施形態（対面、オンライン）も問わない。 
② 除外基準 
医療の国家資格を有するもの 

4）調査項目 

① 基本項目：講習会前のみの調査項目 
年齢、性別、医療資格所有の有無、心肺蘇生実

施の経験、過去の心肺蘇生講習会受講歴の有無、

過去の心肺蘇生講習会の回数、過去の心肺蘇生講

習会の時期 
② 倒れている人の性別および関係性（身近な人

／知らない人）のパターンごとにおける、救命

処置実施への意欲とためらう理由 
③ 倒れている人の性別および関係性（身近な人

／知らない人）のパターンごとにおける、救命

処置行動別実施へのためらいの程度（4 段階の

リッカート尺度） 
④ 自分自身が倒れた際に AED を使用されるこ

とへの抵抗の有無 
5）調査方法 

① 対面実施 
受付で質問紙を配布し、講習会が始まるまでの

待ち時間に講習会前の質問紙の回答を依頼した。

講習会が終わった後、講習会後の質問紙の回答お

よび提出を依頼した。 
② オンライン実施 

オンライン講習会の申し込みフォームに講習

会前の調査項目を含め回答を依頼した。講習会後

の調査については、講習会が終わった後、申し込

みされたメールアドレスに調査フォームの URL
を送付して回答を依頼した。 
6）研究実施期間 

2022 年 12 月 1 日～2023 年 3 月 31 日 

7）解析方法 

講習会前後の調査用紙を個人で一致させてそ

の変化を検討した。 
回答者の性別ごとに各調査項目について、記述

統計学的手法を用いデータの型に準じて、度数

（割合）、連続変数は平均値で要約を行った。な

お本研究は仮説検証型の研究ではないため統計

学的検定を行っていない。 
（倫理面への配慮） 

【研究①】 
公開された論文を対象とする本研究デザイン

は、人を対象とする医学系研究に関する倫理指針

には該当しない。 
【研究②】 
京都大学大学院医学研究科・医学部及び医学部

附属病院 医の倫理委員会で承認を得て、機関長

より実施許可のもと行った（R3756）。 
 

C．研究結果 

【研究①】 

1）論文の選定 

検索式に基づき 1,521 件が該当し、一次スクリ

ーニングの結果 32 件が二次スクリーニングの対

象となり、7 件が三次スクリーニングの対象とな

った。最終的にレビューの対象となった 4 件の概

要を表 2 と表 3 に示す。 
2）選定した論文の概要（表２） 

法律で CPR を学校の授業科目として指導する

ことを制定されている国や地域において、その実

情が報告されているものは 4 件であった。 
生徒への CPR の実施状況に関して、28.4％～

77％と国や地域によってばらつきがあり、法律

で制定されていたとしても必ずしも実施されて

いるとは限らなかった。 
生徒への AED の指導状況に関しては、6％～

63％と、CPR の指導同様にばらつきがみられた。

AED の指導に関しては表 2 の結果や表 3 の各国

で制定されている指導内容をみても、CPR と
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AED が必ずしも一緒になっているわけではない

ことが明らかになった。 
AED の設置に関しては 2 件の論文のみデータ

があり 43.5％と 48％の学校で設置されていた。 
法律で CPR を指導することが定められている

ことを教員や管理者が認識しているか否かに関

してのデータは 1 件の論文しか報告がなかった

が、認識できていた教員は 13％、管理者は 28.7％
であった。 
3）法律で示されている CPR 教育の内容（表３） 

法律が制定された年、CPR 教育を推奨してい

る学年、指導内容、指導者の規程について示す。

指導する学年に関しては、日本の教育課程でいう

中学から高校で指導するように決められていた。 
指導内容や指導者に関しては、規定されている

ところと具体的な方法まで言及されていないと

ころがさまざまであった。 
4）該当した論文を報告している国以外において、

法律で CPR を学校の授業科目として指導する

ことを制定している国 

今回の文献レビューにおいて、ベルギー、フラ

ンス、イタリア、ポルトガル、イギリスにおいて

CPR を学校の授業科目として指導する法律が制

定されていることが分かった。 
5）ノルウェーの Rogaland（ノルウェー南西部）

地域での CPR 教育の実情 

事前に e-learningで自己学習を促したうえで、

CPR に加えて AED の使い方を 90 分で指導して

いる。ノルウェー蘇生協議会の 90 分間の CPR
講習会を終えた高校生や教員が、高校の体育の授

業中に他の生徒に指導を行うものである（表４）。 
119 番通報の際にどのようなことを聞かれる

のか、どのような指導を受けることができるのか、

どのように通信指令員とのやり取りをしたらい

いのかについて事前に伝えておくことで、

Bystander CPR 実施割合にも影響があるので丁

寧に指導をしているとのことであった。 
 

 

表４ 90 分間の指導内容 

項目 時間 
救命の連鎖 10 分 
心停止の認識と回復体位 15 分 
胸骨圧迫 15 分 
気道確保と人工呼吸 5 分 
119 番通報 10 分 
AED の使い方 15 分 
状況設定問題 15 分 

 
 

【研究②】 

1）対象者の背景 

講習会前後で回答が一致できた 555 人を解析

対象とした。男性 232 人（41.7%）、平均年齢 48.7
±19.0 歳、心停止に遭遇し心肺蘇生の実施経験

があったものは 23 人（4.1%）、これまで心肺蘇

生講習会を受講した経験があったものは 380 人

（68.2%）であった。 
2）救命処置の実施意欲 

対象者（回答者）の性別ごとに、倒れた人が身

近な男性、身近な女性、見ず知らずの男性、見ず

知らずの女性に分けて、講習会前後で救命処置の

実施への意欲を調べた。対象者（回答者）の性別

および倒れた人との関係性や性別に関わらず、講

習会前と比較して講習会後は救命処置を行うと

回答した人が増えていた。ただし、対象者（回答

者）の性別にかかわらず、倒れた人が知らない人

の場合、身近な人の場合と比べて救命処置を行わ

ないと回答した人が多かった（図１、図２）。 
3）救命処置の実施をためらう理由 

救命処置の実施をためらう理由について調べ

たところ、講習会前は対象者（回答者）の性別や

倒れた人との関係性や性別に関わらず、「救命処

置の手技に自信がない」と理由が一番多かった。 
講習会後は、倒れた人との関係性や性別に関わ

らず男性では「救命処置の結果に対して責任を問

われるかもしれない」を選択したものが一番多く、
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女性では「救命処置の手技に自信がない」を選択

したものが多かった（表５）。 
4）救命処置行動別、実施へのためらいの程度 

対象者（回答者）の性別および倒れた人との関

係性や性別に関わらず、講習会前と比較して講習

会後は、いずれの救命処置行動についても「ため

らわない」「あまりためらわない」を選択したも

のが増えていた（図３～図６）。 
倒れた人が知らない人の場合、対象者（回答者）

が男性では、倒れた人が知らない女性の場合、胸

骨圧迫や AED を使用することを「ためらう」「や

やためらう」と回答した人が 23.5%と 27.4%であ

った一方で、知らない男性へ胸骨圧迫や AED を

使用することを「ためらう」「ややためらう」と

回答した人は、7.8%と 10.4%と、ためらうこと

を選択した人の割合は少なかった。対象者（回答

者）が女性では、倒れた人が知らない女性の場合、

胸骨圧迫や AED を使用することを「ためらう」

「ややためらう」と回答した人はいずれも19%、

知らない男性へ胸骨圧迫やAEDを使用すること

を「ためらう」「ややためらう」と回答した人は

19.7%と 19.9%と倒れた人の性別にかかわらず、

ためらうと答えた人の割合はほぼ同じあった。 
5）自分自身が AED を使用されることへの抵抗 

自分自身が心停止になった場合を想定して、

AED を使われることへの抵抗感の有無を調べる

と、性別にかかわらず講習会後は、AED を使わ

れる抵抗がないという人が増えていた。女性より

も男性の方が、抵抗がないと答えた人の割合が多

かった（図７）。 
 

D．考察 

新型コロナウイルス感染症の影響を強く受け、

全国で心肺蘇生講習会が実施できなくなり、本分

担研究においては当初予定していた研究計画を

変更した。しかし、BLS 実施の心理的障壁を考

慮した教育プログラムを開発するために、研究①

と研究②に分けて調査を行った。それぞれの結果

について、以下に考察を述べる。 
 

【研究①】 

今回、法律で義務化することによってどの程度

CPR が現場で実施されているのか、どのように

実施されているのかを評価した文献をレビュー

した結果、4 件の論文が該当した。法律で CPR
を指導することが定められたり、卒業要件に含ま

れたりしたとしても 100％の実施には至ってお

らずCPRが指導されていた割合は28.4％～77％、

AED については 6％～63％と国や地域でかなり

のばらつきがみられた。またその指導内容につい

て定められている内容も異なり、CPR と AED が

必ず一緒に指導されているわけではなかった。 
該当した論文が 4 本しかなかった理由には、法

やカリキュラムで規定された CPR 教育に限定を

し、各学校で独自に取り組んでいる CPR 教育や、

学校も含め地域全体で CPR 教育を行った論文は

レビューの対象外としたためと考えている。ヨー

ロッパでは 2015 年に世界中のすべての学校で、

12歳から毎年2時間のCPRトレーニングを行う

こと推奨する“Kids Save Lives” 声明を出し 8)、

これを実現するために、学校で CPR の指導をす

ることを法律で定める動きも出ている。Kids 
Save Lives 声明が出た後に出版されたものが 3
本あった。今回のレビュー論文には含まれなかっ

たベルギー、フランス、イタリア、ポルトガル、

イギリスでもCPR教育が義務されているので 9)、

今後これらの取り組みの評価が報告される可能

性が考えられる。 
今回レビュー対象になった論文では、CPR 教

育を行っていた対象が 14 歳以上であった。レビ

ュー対象となった論文を報告していた国の法律

やカリキュラムでは 14 歳以上を該当年齢として

いたが、年齢を下げて繰り返し指導することも望

ましいのかもしれない。先行論文では、小学生は

大人よりもやる気があり、修得も速く、修得した

ものを維持する力も優れているため、CPR の重
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要性を教えるには、出来るだけ早い時期から始め

ることが望ましく 10),11)、幼少期に CPR を学んで

おけば、水泳や自転車に乗るのと同じように、そ

のスキルを忘れることはない 12) とも言われてい

る。CPR の実施を躊躇する要因に、恐怖や不安

など心理的バリアが存在することが指摘されて

いるが、これは成人がバイスタンダーを担う場合

のみならず、子供においても学童期を経て形成さ

れていくことが報告されている 13)。利他主義の

研究では、CPR 教育に対する恐怖心は、青年期

よりも学童期のほうが少ないことを示唆するデ

ータが得られている 14)。心理的バリアを取り除

くためには，繰り返しのシミュレーションなどに

より親近感を育むこと、それによる成功体験が有

効であることが研究で明らかにされている 15) 。

CPR はモジュール構造になっているので、早い

時期に CPR の要点（心停止の認識、救急隊員と

のコミュニケーション、胸骨圧迫）を指導し、発

達段階に応じて CPR のより複雑な要素（人工呼

吸など）を追加し、繰り返し指導していくことは

スキルの定着の面からしても効果的だと考える。 
1 件の論文のデータにはなるが、CPR の指導

が法律で教育が規定されていることを認識でき

ていた教員は 13％、管理者は 28.7％であった。

その国のすべての人が CPR を身に付ける機会と

して、学校、とくに義務教育課程という場は最も

理にかなっており、ガイドラインでも積極的に勧

められ 16)-19)、各国でも推奨され取り組まれてい

る 20)-22) 。法律で CPR の指導が規定されると、

何年か経てば CPR 教育を受けたバイスタンダー

の数が徐々に増加し、市民の CPR 実施割合が高

くなることが期待できる。しかし、ガイドライン

が定着し実際の臨床現場で取り入れられ、医療従

事者の行動が修正されるのにはガイドラインが

出されてから数年の遅れが生じることが指摘さ

れているのと同じように 23)-25)、実際の教育現場

の教員の認識割合は低く、法律内容が現場に届い

ているとは言い難い。先行研究でも指摘されてい

るが 26)、今回の該当論文においても「CPR を行

うこと」が法律で制定されたとしても、教育内容

が標準化されておらず、誰が何をどの程度教えた

らいいのかがわからず現場が混乱している様子

も明らかになった。 
今回、ノルウェー蘇生協議会のメンバーである

Dr.Trond NordsethとZoomミーティングを行い

Rogaland 地域にある 5 つの高校で行われている

教育について情報を得た。ノルウェーは法律で

CPR 教育を制定していないが 9)、1961 年から

Primary school （6 歳～13 歳）で CPR 教育が

開始されている 27)。2017 年のデータでは、

Bystander CPR 実施割合は 79.0％と高い 28)。学

校での CPR 教育のみではないと考えられるが、

60 年間の教育の成果がこの数字に出ているのか

もしれない。さらに Bystander CPR 実施割合を

高めるためにもこれからも学校での CPR 教育は

継続されると思うが、このように CPR 教育を行

うことが長い歴史の中で「あたりまえ」の文化に

なっていれば法律で CPR 教育を指導することを

わざわざ制定する必要はないだろうと考える。 
本研究には限界がある。本研究では、

MEDLINE を用いて検索を行っており目的に沿

う全ての研究を網羅できていない。また今回、法

律で CPR が制定されている文献のレビューを行

ったが、文献や参考資料、インターネットでアク

セスできるものには限界があった。今後、法律で

CPR が制定されている国の蘇生研究者と連絡を

取りカリキュラムなどできる限りデータを入手

してその現状や課題を明らかにすることを考え

ている。 
 

【研究②】 

心肺蘇生講習会を受講した市民を対象に、講習

会前後で質問紙を用い、倒れた人との関係性およ

び性別ごとに救命行動の実施をためらう程度に

ついて検討した。対象者（回答者）の性別や倒れ

た人の性別、関係性によらず、講習会を受けるこ

とで救命処置を行うという人が増えたが、倒れた
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人が知らない人の場合、講習会直後であったとし

ても、倒れた人が身近な人の場合と比べ救命行動

を行わないと回答した人の割合が多かった。救命

処置のうち、胸骨圧迫や AED の使用について男

性（回答者）は、倒れた人が知らない女性の場合、

倒れた人が男性の場合と比べて、これらの救命行

動の実施をためらうと選択した人の割合が多か

った。 
先行研究 1),2)同様に講習を受けることで救助行

動を行おうという人は増えていたが、講習会後で

あっても救命処置を行うことに一定数ためらい

を感じている人はおり、対象者（回答者）と倒れ

た人との関係性や性別で違いがあることが明ら

かになった。講習会、救命行動を行わない理由に

ついては、倒れた人との関係性によらず、男性で

は責任を問われる可能性があること、女性では手

技への不安を挙げているものがそれぞれ一番多

く、救命行動を行わない理由の違いが回答者の性

別により異なっていることが特徴的であった。男

性がためらいの要因として挙げている救命処置

の実施と責任について講習会では、善意で人を助

ける救命行動は、傷病者を意図的に危害にさらす

悪意がない限り、民事責任は問われることはなく、

罪に問われることもないことを伝えられている

3),4)。講習会でこの知識を得た後でさえ、このこ

とが救命処置をためらう要因として挙がってい

るということは、男性にとって、我々が講習会で

市民に知識を提供している内容だけでは不安が

払しょくされていなことが示唆された。伝える内

容の見直しに加え、他者の善意の行為に対しての

感謝、および、救助を担った人を保護できる社会、

文化の醸成が今後必要だと考える。 
対象者（回答者）が男性で、倒れた人が知らな

い女性の場合、倒れた人が知らない男性である場

合に比べて、胸骨圧迫の実施や AED の使用につ

いて「ためらう」「ややためらう」を選択した人

が多いことが特徴的であった。一方、回答者が女

性の場合、男性のような傾向はみられていない。

先行研究では、実際の救命現場において女性は男

性と比較して CPR が実施されにくく、AED も使

われにくいこと、なかでも公共の場で起こった場

合や女性の心停止患者が生殖可能な年齢に達し

ている場合にその傾向があることが指摘されて

いる 5)-9)。今回のように仮定した質問でさえここ

まで違いがあるなら、実際の心停止の現場で、心

停止患者の性別によって救命処置が行われてい

る割合に違いがでることにも納得できる。女性が

CPR を実施されにくい原因として CPR や AED
を使用する際に女性の胸に触れたり、露出したり

することへの社会規範 10) や、女性の心疾患に対

する認識の低さ 11) などが考えられてきた。今回、

救命処置別に実施をためらう理由は確認できて

いないが、前述しているように男性では、責任を

問われる可能性があるため救命処置の実施その

ものを行わない理由として挙げている。この理由

が、胸骨圧迫の実施や AED の使用にも当てはま

るかもしれない。市民にとって CPR や AED に

関する知識や技術を身につけることは、心停止患

者に遭遇した際に行動する準備ができていると

感じる 1 つの要素にしか過ぎないのかもしれな

い。自分がバイスタンダーになり救命処置を行う

ことを想定するのみならず、自分自身や家族が公

共の場で心停止になった時、救命処置が実施され

なかったりAEDが使用されなかったりした場合

にどう思うかなど、他人ゴトではなく自分ゴトに

置き換えて具体的に考えてもらう機会を講習会

で設けることは有用かもしれない。 
講習会直後でも、自分自身が AED を使われる

ことに対して対象者（回答者）の性別関係なく抵

抗があると回答している人がおり、女性の方がそ

の割合が多かった。講習を受けた直後でもこれだ

けの人が抵抗を感じていることを考えると、講習

を受けていない、AED の意味や重要性を知らな

い人ではさらにこの割合は多いかもしれない。

AED は国内に約 60 万台設置され 18)、2004 年に

設置し始めてから市民の認識も高まっていると

考えられるが、AED の意義についてはさらに強

調したり、自分が AED を使用することに加え、
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AED を使われる側になることを考える機会を市

民に持ってもらうことが必要かもしれない。 
今回は、倒れた人とその人との関係性のみを設

定して救命処置実施への意欲などを調べたが、今

後は、救助者の性別と心停止患者との性別を実際

の心停止データを用いてこれらの関係性を検討

することを予定している。ただし、実際の心停止

現場において、救命行動を行う否かは多くの要因

が影響している。例えば、救助者自身がパニック

に陥ったり、心停止になった人が出血や嘔吐して

いたり、心肺蘇生が行えない環境であったりする

場合などがある。これらのようにあらかじめコン

トロールできないものもあるが、教育や社会の認

識を変えていくことで解決できることを明らか

にしていく予定である。 
 

E．結論 

【研究①】 

法律で CPR を指導することを義務化している

国や地域において、どの程度 CPR が現場で実施

されているのか文献をレビューした。法律で

CPR を指導することが定められたり、卒業要件

に含まれたりしたとしても 100％の実施には至

っておらずCPRが指導されていた割合は 28.4％
～77％、AED については 6％～63％と国や地域

でかなりのばらつきがみられた。またその指導内

容について定められている国もあればない国も

あり、CPR と AED が必ず一緒に指導されている

わけではなかった。 
 

【研究②】 

倒れた人が知らない人の場合、講習会直後であ

ったとしても、倒れた人が身近な人と比べ、胸骨

圧迫やAEDの使用をためらうと回答した人の割

合が多かったが、その割合は対象者（回答者）の

性別によって異なっていた。男性は責任を問われ

る可能性を、女性は手技への不安を抱えており、

実施をためらう理由を踏まえ、救命処置の実施を

促す講習会の内容の見直し、社会への情報発信、

社会・文化の醸成が必要である。 
 

F．研究発表 

なし 
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1. 特許取得 
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なし 
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研究① 
表 1． Search methods and identification of studies 
 
Ovid MEDLINE(R)  

1 student.mp. or exp Students/ 140098 
2 exp Child/ or exp Adolescent/ or exp Schools/ 1948142 
3 exp Cardiopulmonary Resuscitation/ or BLS.mp. 18406 
4 CPR.mp. 9182 
5 exp Resuscitation/ 65718 
6 exp Life Support Care/ 5078 
7 basic life support.mp. 1601 
8 AED.mp. 5347 
9 defibrillator.mp. or exp Defibrillators/ 21583 

10 1 or 2 2026262 
11 3 or 4 or 5 or 6 or 7 or 8 or 9 97450 
12 exp Curriculum/ 61107 
13 exp Program Development/ or exp Program Evaluation/ or program.mp. 373691 
14 programme.mp. [mp=title, abstract, original title, name of substance word, subject heading 

word, floating sub-heading word, keyword heading word, organism supplementary concept 
word, protocol supplementary concept word, rare disease supplementary concept word, unique 
identifier, synonyms] 

72552 

15 exp Education/ or exp Competency-Based Education/ or exp Health Education/ 565732 
16 compulsory.mp. 5913 
17 12 or 13 or 14 or 15 or 16 903070 
18 10 and 11 and 17 1637 
19 limit 18 to (english language and humans) 1512  
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倒れた⼈が⾝近な男性
救命処置の結果に対して責任を問われるかもしれない 3 ( 15.8 ) 2 ( 3.3 ) 0 ( 0.0 )
何かの病気がうつるかもしれない 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )
倒れている⼈に害を与えるかもしれない 2 ( 10.5 ) 10 ( 16.7 ) 1 ( 8.3 )
救命処置の⼿技に⾃信がない 16 ( 84.2 ) 51 ( 85.0 ) 9 ( 75.0 )
その他 0 ( 0.0 ) 6 ( 10.0 ) 1 ( 8.3 )

倒れた⼈が⾝近な⼥性
救命処置の結果に対して責任を問われるかもしれない 6 ( 25.0 ) 2 ( 50.0 ) 2 ( 3.6 ) 0 ( 0.0 )
何かの病気がうつるかもしれない 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )
倒れている⼈に害を与えるかもしれない 2 ( 8.3 ) 0 ( 0.0 ) 11 ( 19.6 ) 0 ( 0.0 )
救命処置の⼿技に⾃信がない 16 ( 66.7 ) 1 ( 25.0 ) 48 ( 85.7 ) 10 ( 100.0 )
その他 4 ( 16.7 ) 1 ( 25.0 ) 5 ( 8.9 ) 0 ( 0.0 )

倒れた⼈が知らない男性
救命処置の結果に対して責任を問われるかもしれない 44 ( 46.3 ) 13 ( 68.4 ) 45 ( 24.2 ) 11 ( 19.0 )
何かの病気がうつるかもしれない 10 ( 10.5 ) 4 ( 21.1 ) 22 ( 11.8 ) 9 ( 15.5 )
倒れている⼈に害を与えるかもしれない 20 ( 21.1 ) 2 ( 10.5 ) 47 ( 25.3 ) 11 ( 19.0 )
救命処置の⼿技に⾃信がない 55 ( 57.9 ) 5 ( 26.3 ) 131 ( 70.4 ) 28 ( 48.3 )
その他 4 ( 4.2 ) 1 ( 5.3 ) 12 ( 6.5 ) 7 ( 12.1 )

倒れた⼈が知らない⼥性
救命処置の結果に対して責任を問われるかもしれない 50 ( 47.2 ) 16 ( 53.3 ) 42 ( 24.1 ) 12 ( 22.6 )
何かの病気がうつるかもしれない 10 ( 9.4 ) 3 ( 10.0 ) 19 ( 10.9 ) 9 ( 17.0 )
倒れている⼈に害を与えるかもしれない 26 ( 24.5 ) 3 ( 10.0 ) 47 ( 27.0 ) 8 ( 15.1 )
救命処置の⼿技に⾃信がない 59 ( 55.7 ) 7 ( 23.3 ) 123 ( 70.7 ) 25 ( 47.2 )
その他 9 ( 8.5 ) 7 ( 23.3 ) 8 ( 4.6 ) 7 ( 13.2 )

選択肢はいずれも複数選択

表１．回答者の性別ごとにみた、講習会前後での救命処置の実施をためらう理由

講習会後
n=0

n=4

n=19

講習会前 講習会後

n=30

男性 ⼥性

n=95 n=186 n=58

n=106 n=174 n=53

n=19 n=60 n=12

n=24 n=56 n=10

講習会前
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図１．救命処置実施への意欲（倒れた⼈が⾝近な⼈の場合）
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図２．救命処置実施への意欲（倒れた⼈が知らない⼈の場合）
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図３．救命処置別、実施へのためらいの程度（倒れた⼈が⾝近な⼈の場合）
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図４．救命処置別、実施へのためらいの程度（倒れた⼈が⾝近な⼈の場合）
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図５．救命処置別、実施へのためらい（倒れた⼈が知らない⼈の場合）
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図６．救命処置別、実施へのためらいの程度（倒れた⼈が知らない⼈の場合）
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図７．⾃分⾃⾝がAEDを使われることへの抵抗の有無
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令和２〜４年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

事前登録救助者への ICT を用いた心停止発生通知システムの効果の検証に関する研究 

 

研究分担者 石見  拓 京都大学医学研究科 教授 

研究協力者 木口 雄之 京都大学医学研究科 非常勤研究員 

      島本 大也 京都大学医学研究科 特定助教 

      西山 知佳 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻先端中核看護科学講座 

            クリティカルケア看護学分野 准教授 

      本間 洋輔 千葉市立海浜病院 主任医長 

 

研究要旨 
愛知県尾張旭市及び、千葉県柏市では 119 番通報を受信した通信指令員が心停止を疑った

際、事前に登録された心停止現場付近にいる登録ボランティアへ心停止の発生情報と周辺の

公共 AED の情報を伝達し、速やかに AED を現場に届ける AED 運搬システムの実証実験を

実施している。本研究では、AED 運搬システムの運用データの解析に加え、ボランティアの

システムへの反応状況を管理システム上で自動的に抽出できる可能性を検証した。具体的に

は、ボランティアへのアンケートシステムを更新した上で、管理システム内の GPS 情報と

アンケートの組み合わせによって、登録ボランティアの現場到着や AED の取得が把握可能

か検証した。尾張旭市消防本部では新型コロナウイルス感染症の影響で令和 2 年度から令和

3 年 7 月にかけて同システムの運用が停止したが、その後登録ボランティアの範囲を消防職

員に限定する形で再開し、令和 4 年度には新型コロナウイルス感染症以前と同様一般市民を

ボランティアの対象に含む仕組みとして AED 運搬システムを運用した。また、同感染症の

影響によって対面の講習会が実施できなくなったため、令和 3 年度にオンライン講習会の手

法を検討・確立し、令和 4 年度から運用した。柏市においては同感染症流行中にシステムの

運用停止はなかったが、ボランティア募集の要である心肺蘇生講習が開催できなかった。し

かし、PR 動画の作成やスポーツイベントとの協力によってボランティアの増加に努めボラ

ンティアの増員に成功した。いずれの地域においても救命事例の獲得は得られなかったが、

柏市において救急隊よりも早く到着して AED を使用する症例が 1 件あった。また、シンガ

ポールで同様のシステムを運用する国立シンガポール大学Marcus Ong 教授との意見交換を

実施し、ボランティアを集める方法やモチベーションを維持する方法についてのアイデアを

得た。また奈良消防と交渉し、2024 年度には奈良において同システムが導入される見込みと

なった。令和 5 年 1 月以降は登録ボランティア用アプリを救助活動後のアンケートをより簡

便にして精緻なデータを取得できるように改修されたた。GPS 情報とアンケートの連携によ

る活動状況定義の取得については、令和 5 年 1 月から 3 月までに尾張旭市で発信された 7 回

のシステム起動事例において検討した。アンケートの回答率や、GPS 情報の取得が限られる

ことといった課題はあるが、今後システムにおいて自動的に活動状況を把握できる可能性が

ある。 
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A．研究目的 

心停止現場付近にいる事前に登録されたボラ

ンティアのスマートフォンアプリ（以下アプリ）

へ心停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を

伝達することで、速やかに AED を現場に届ける

心停止発生通知システムの運用実績の解析によ

り、AED の使用促進に繋げるための課題につい

て検討するとともに、システムへのボランティア

の反応状況をシステム上で自動的に抽出するシ

ステムの可能性を検証すること 
 

B．研究方法 

研究① 

研究デザイン：ケースシリーズ 
セッティング： 
愛知県尾張旭市（面積 21.03 km2、人口 84,135
人） 

千葉県柏市（面積 114.74km2、人口 434,734
人） 

対象：AED 運搬システムの起動対象症例 
尾張旭市：反応がなく普段どおりの呼吸が確認

できない症例 
柏市：公共の場所で発生した反応のなかった症

例（心停止疑いを含む） 
除外基準：登録ボランティアの安全が確保できな

いと判断される症例 
 
測定項目： 

消防機関の救急蘇生統計：市民による心肺蘇生

実施の有無 
AED運搬システム：登録ボランティア数、AED

運搬システムの適応症例数、ボランティアのシス

テムへの反応状況、心停止現場での情報、管理シ

ステムに記録される GPS 情報（尾張旭のみ）、ボ

ランティアのアンケート回答結果 
 
 

また、令和 5 年 3 月には、シンガポールで AED
運搬システムと同様の仕組みを運用している、国

立シンガポール大学 Marcus Ong 教授との意見

交換を実施し、同システムの効果的な運用につい

て検討した。 
 

研究② 

研究デザイン:シミュレーション研究 
セッティング：愛知県尾張旭市 
協力者：12 名 
方法：仮の心停止発生情報を市内に点在する協力

者のスマートフォンに発信し、アプリから取得

される位置情報により、ボランティアの活動状

況をどの程度精緻に取得できるかを検証する 
測定項目： 

1) 各ボランティアの行動経路 
2) 各ボランティアの AED 取得状況 
 

（倫理面への配慮） 

京都大学 医の倫理委員会 R0220-3 「AED
要請アプリケーション導入効果の検証（パイロッ

ト研究）」における研究の一環として、柏市、尾

張旭市が収集し匿名化された情報を集計した。 
 

C．研究結果 

研究① 

愛知県尾張旭市では、新型コロナウイルス感染

症拡大の影響により安全にシステムの運用がで

きないとの判断で、令和 2 年 4 月～令和 3 年 7
月にかけてAED運搬システムの運用が中断され

た。令和 3 年 8 月より、感染に対する十分な知

識と経験を持つ消防職員のボランティア（95 名）

に限定し、システムが再稼働し、令和 4 年 5 月

以降はこれまでどおりボランティアに一般市民

を含む形式でシステムが運用された。令和 3 年度

は、2021 年 8 月から 2022 年 3 月までに、41 件

システムの起動があり、9 件でボランティアが行
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動した。令和 4 年度は、令和 4 年 4 月から令和 5
年 3 月までに 39 件システムの起動があり、30
件でボランティアが行動した。救急車よりも早く

ボランティアが現場に到着した事例やAEDが活

用された事例はなかった（表１）。 
令和 2 年 4 月以降はそれまで対面で実施され

ていたボランティア用講習会が実施できなくな

ったため、令和 3 年度には E ラーニングとの組

み合わせによるボランティア講習会の完全オン

ライン化を検証した。10 名の参加者に対し、事

前の E ラーニング・プログラムと 2 時間のオン

ライン講習（表２）による講習を提供した。オン

ライン救命講習会の内容についての技術・知識の

習得について確認した受講後アンケート回答か

らは、反応の確認と通報、心停止かどうかの判断、

胸骨圧迫、AED の使い方、全てに置いて、あま

り習得できなかった、という回答は見られず、ボ

ランティア講習会の内容についても同様であっ

た（表３）。そのため、令和 4 年度以降は完全オ

ンラインのボランティア講習会を通じてボラン

ティアを募り、令和 5 年 3 月時点で 413 名まで

ボランティア数を増加させることに成功した（表

１）。 
柏市においては感染対策を行ったうえで、令和

2 年度以降も従来通りのシステム運用が実施さ

れた。令和 2 年 4 月から令和 3 年 3 月までに、

50 件の AED 運搬システムの起動があり、14 件

で登録ボランティアが実際に行動に移した。また、

非心停止事例ながら、登録ボランティアが救急車

よりも早く到着し、AED 貼付に至った事例が 1
件あった。1 件当たりの心停止発生通知に対して、

通知が発信されるボランティアの人数は平均 72
名であるが、実際に反応するボランティアは平均

13 名であった。令和 3 年 4 月には、司令室の合

併が行われたことから、システムは指令台との直

接連携ではなく、管理端末から起動する形へと変

更された。令和 3 年 4 月から令和 4 年 3 月まで

に、37 件の AED 運搬システムの起動があり、

15 件で登録ボランティアが実際に行動に移した

（表４）。登録ボランティアが救急車よりも早く

到着した事例は 1 件であった。令和 4 年度には、

地元のスポーツチームとの連携や、イベントの実

施、PR 動画・チラシの作成配布等、積極的にボ

ランティアの募集を行い、令和 5 年 3 月時点で

2,153 名までボランティアの数を伸ばした。令和

4 年 4 月から令和 5 年 3 月までに、65 件 AED 運

搬システムの起動があり、33 件で登録ボランテ

ィアが実際に行動に移した（表４）。登録ボラン

ティアが救急車よりも早く到着した事例はなか

ったが、4 件で現場に登録ボランティアが到着し

ていた。 
また、AEDGO の新規導入地域として、奈良消

防より導入の依頼があり、導入に向けた準備が進

められた。奈良消防は、令和 5 年度に同システム

を導入する予定である。 
 

研究② 

令和 3 年 10 月 15 日、協力者 12 名に対し仮の

心停止通知を発信してその移動状況をシステム

上でどれだけ把握可能かを検証する実験を行っ

た。1）協力者に予め移動経路を伝え、その移動

経路と取得される GPS データとの違いを検討す

る方法を、それぞれ異なる場所で 4 回、2）事前

の設定はなく自由に移動する方法を 2 回実施し

た。 
図に示す通り、協力者が移動している様子がシ

ステム上で判別でき、AED 設置施設への立ち寄

る様子も見て取れた。しかし、GPS 情報が乱れ

ている場所や、GPS 上で施設に立ち寄った様子

が反映されていない状況も認められた（図１-３）。 
令和 5 年 1 月より、AED 運搬システムのボラ

ンティア用アプリケーションを更新し、更新前は、

心停止発生通知対象者全員にアンケートを実施

していたが、更新後のアンケート対象は心停止発

生通知に対し救命行動を起こすと回答した者の

み、事案終了後にアプリから回答できる形となっ

た。尾張旭市の管理システムにおいて、アンケー
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トの更新が実施された令和 5 年 1 月から 3 月に

発信された実際の心停止通知 7 事例について、管

理システム上の GPS データについて確認し（図

１）、アンケート結果との組み合わせによる情報

精度向上の可能性、ボランティアの活動状況自動

取得の可能性について検証した。7 事例中 3 事例

にて、合計 5 名が心停止発生通知に対しアプリ上

で「救助中」であると回答していた。そのうち、

活動状況に関するアンケートに回答していたも

のは 3 名であり、AED の取得、現場への到着、

心肺蘇生の実施、いずれも“なし”との報告であ

った。管理システム上で GPS 情報を正確に取得

できていたのは、3 事例中 2 事例、合計 3 名であ

り、救助者の GPS 情報が取得できていない事例

が 2 事例において各 1 名認められた。GPS 情報

を正確に取得できていたと考えられる 3 名のう

ち 2 名は救急隊の現場到着直前の反応であった

ため、移動経路は同定できなかった。残る 1 名は

移動経路の把握は可能であったが、尾張旭市外か

らの駆け付けであった。管理システム内には市外

の AED 設置施設の情報が含まれておらず AED
取得状況を把握する上での課題が浮き彫りとな

った。 
 

D．考察 

新型コロナウイルス感染症の影響を強く受け、

一時的にシステムの稼働が中止される地域もあ

ったが、令和 4 年度には令和元年度以前の形での

運用に戻すことができた。心停止発生通知に対し、

反応する者が少ないことの一因として、通知に気

が付かないことが明らかとなったため、その対策

として自動電話による通知システムも導入され

システムは洗練された。また、新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり、心肺蘇生講習会の開催が

少ない中で、オンライン講習や地元のスポーツイ

ベントとの連携、企業単位でのボランティア登録

など新たなノウハウが蓄積されてきたことは、今

後同システムを導入する自治体にとって大きな

資源であると考えられる。一方で、未だいずれの

地域においても救命事例の獲得には至っていな

い。令和 4 年度に柏市において登録ボランティア

が救急車到着前にAEDの電極パッドの貼り付け

を実施したようなAEDの活用事例が生まれたが、

それ以後そのような事例はない。原因としては二

つ考えられる。一つは登録ボランティア数の不足

である。新型コロナウイルス感染症の影響もあり、

心肺蘇生講習会の開催が少ない中で、オンライン

講習やイベントなどとの連携によってどちらの

都市もボランティアの増進には成功しているも

のの、目標の登録ボランティア数までは未だ十分

ではないと考えられる。本システムと同様のシス

テムを運用しているシンガポールではシステム

により救助者が駆けつける仕組みができており、

45,000 人をこえるボランティアが協力し、4,955
名が心停止現場に駆けつけているという報告も

なされている 2)。同国では心肺蘇生講習会のプロ

グラムの最後にアプリの登録を組み込むといっ

た工夫を行っており、登録ボランティアの増加を

加速させるためには今後そのような工夫が必要

であると考えられる。二つ目は現在登録している

ボランティアのアクティブ度が不明なことであ

る。一度登録したボランティアが積極的にボラン

ティアとして参加できているかは現在のシステ

ムでは不明瞭である。シンガポールでは登録ボラ

ンティアのアクティブ度を上げるために、①登録

ボランティア同士が交流ができるように SNS を

活用する②ボランティアとして頻回に参加して

いるボランティアをランキングし、特に回数の多

いボランティアを表彰する③年に１度登録ボラ

ンティアと心停止サバイバーを招待したパーテ

ィーを開くといった取り組みを積極的に実施し、

登録ボランティアのモチベーションを維持して

いる。本システムの効果的な運用のためには、そ

うした仕組みの構築も検討していく必要がある

かもしれない。令和 5 年度に新規導入予定の奈良

においては、これまでの運用実績や様々なボラン

ティア連携アイデアを活用して、一つのモデル地
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域としての確立を目指す。 
一連のデータ取得実験によって、GPS データ

のみでは救命ボランティアの移動経路、AED 設

置施設への立ち寄りを正確に判断することは困

難な事例が存在することが示唆された。環境によ

って GPS の精度にばらつきがあること、アプリ

を閉じている間の GPS は途切れてしまうこと、

といった限界があり、GPS 情報単体で完全に救

命ボランティアの活動を把握することは難しい。

AED 運搬システムが起動したあとのボランティ

アの行動は現在ウェブアンケートによって取得

をしていたが、令和 4 年度は、AED 運搬システ

ムのボランティア用アプリケーションを更新し、

心停止発生通知に対し、「救助中」と回答したも

のからアプリを通じて活動状況を報告してもら

える仕組みを整えた。同更新に合わせ、管理シス

テム上の GPS データの利用によって、ボランテ

ィアの活動状況を自動的に把握できる可能性に

ついて検証した。心停止発生通知に対し、「救助

中」と回答したものにおけるアンケートへの回答

率は 60％であった。いずれも、現場到着、AED
の活用には至っていないとの回答であり、実際に

AED の取得などがあった場合には、それがない

場合と比較して回答を得られやすい可能性もあ

るが、あくまでアンケートへの参加は自主的なも

のであり、アンケート単体でのボランティアの活

動状況把握には限界と考えられる。GPS 情報に

ついては対象となった 3 事例 5 名のうち、正確

に取得できたものは 3 名であった。そのうち通知

を受けて実際に行動を起こすのに十分な時間が

あった者は 1 名であったが、その 1 名の動向は

管理システムで確認可能であった。GPS 情報が

取得できていないものは 5 名中 2 名であったが、

原因としてはボランティアが端末上で GPS の利

用を許可していない可能性や、電波状況が悪い箇

所で受信した可能性が考えられ、GPS での行動

状況把握の限界と思われる。また、行動経路を把

握できた事例であっても、市外の AED 設置情報

は管理システム内に存在しないため、市外からの

駆け付けの際にはAED取得の状況把握ができな

い可能性も明確になった。以上の通り、アンケー

トの回答と GPS データはそれぞれ弱点があるも

のの、両者が存在する場合は組み合わせることで

その信頼性を高められる可能性がある。今後の症

例集積と検証は必須だが、アルゴリズムの構築に

よってシステムによるボランティア活動状況の

把握をある程度自動化することも可能と考えら

れる。このシステムによって自動的に取得される

情報は簡便な効果測定手法の確立につながる可

能性があり、今後システムが普及した際の標準化

された機能評価を実施する基盤となりうる。 
 

E．結論 

AED 運搬システムの継続運用に成功している

が、いまだ救命事例の獲得には至っていない。登

録ボランティアの増加を加速する仕組みとボラ

ンティアのモチベーションを上げる仕組みを取

り入れ、アクティブ度を上げる必要がある。ボラ

ンティアの活動状況の自動化は、アンケートと

GPS データを組み合わせることで実現する可能

性があるが、今後の症例集積と検証が必要である。 
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AED アプリ「AED GO」の有用性と今後の展

望，第 29 回全国救急隊員シンポジウム，，オ
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ボランティアのシステムへの反応状況(尾張旭市）
2017年度 2018年度 2019年度 2021年度 2022年度

登録ボランティア⼈数 204名 304名 370名 98名 414名

⼼停⽌疑い事例及び実際の⼼停⽌事例 99 133 169 118 135

AED GO適応事例 81 60 75 42 39

AED GO 起動事例（％） 78(96.2) 55(91.7) 61(93.4) 41(97.6) 37(94.6)

そのうち実際の⼼停⽌(%) 45(57.7) 43(78.2) 56(77.2) 37(90.2) 34(91.4)

ボランティアが⾏動を起こした事例(％) 46(60.0) 40(72.7) 57(78.9) 9(21.9) 30(90.0)

事例毎の⾏動を起こした平均ボランティア数 1.5 1.7 1.9 1.0 1.1

AEDを取得した事例 5 1 6 0 0

現場に到着した事例 6 4 3 0 0

救急隊より早く現場に到着した事例 1 0 0 0 0

救急隊より早くAEDを使⽤した事例 0 0 0 0 0

※尾張旭市においては2020年4⽉1⽇〜2021年7⽉27⽇までコロナ禍の影響により実証実験を中断。
※2021年7⽉の再開後は、コロナの影響を踏まえて消防職員・団員から開始。ボランティア数 が減少

ボランティアのオンライン講習時間割

2
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ボランティアのオンライン講習アンケート結果

3

性別 n, (%) 男性 3 ( 30.0 )

年齢 中央値, （IQR) 41 ( 28-44 )    反応の確認と通報 ⼤きく下がる 0 ( 0.0 )

⼼停⽌現場への遭遇経験 n,(%)なし 10 ( 100.0 ) 下がる 0 ( 0.0 )

過去の応急⼿当受講歴 n,(%) あり 9 ( 90.0 ) 変わらない 6 ( 60.0 )

実技部分の習得度 n,(%) 上がる 4 ( 40.0 )

   反応の確認と通報 習得できなかった 0 ( 0.0 ) ⼤きく上がる 0 ( 0.0 )

あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 )    ⼼停⽌かどうかの判断 ⼤きく下がる 0 ( 0.0 )

どちらとも⾔えない 0 ( 0.0 )  （呼吸の確認） 下がる 0 ( 0.0 )

ある程度習得できた 4 ( 40.0 ) 変わらない 6 ( 60.0 )

⼗分習得できた 6 ( 60.0 ) 上がる 4 ( 40.0 )

   ⼼停⽌かどうかの判断 習得できなかった 0 ( 0.0 ) ⼤きく上がる 0 ( 0.0 )

 （呼吸の確認） あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 )     胸⾻圧迫 ⼤きく下がる 0 ( 0.0 )

どちらとも⾔えない 0 ( 0.0 ) 下がる 2 ( 20.0 )

ある程度習得できた 5 ( 50.0 ) 変わらない 4 ( 40.0 )

⼗分習得できた 5 ( 50.0 ) 上がる 3 ( 30.0 )

    胸⾻圧迫 習得できなかった 0 ( 0.0 ) ⼤きく上がる 1 ( 10.0 )

あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 )    AEDの使い⽅ ⼤きく下がる 0 ( 0.0 )

どちらとも⾔えない 0 ( 0.0 ) 下がる 4 ( 40.0 )

ある程度習得できた 6 ( 60.0 ) 変わらない 2 ( 20.0 )

⼗分習得できた 4 ( 40.0 ) 上がる 3 ( 30.0 )

   AEDの使い⽅ 習得できなかった 0 ( 0.0 ) ⼤きく上がる 1 ( 10.0 )

あまり習得できなかっ 0 ( 0.0 ) 実技の時間は適切か？ n,(%) ⻑かった 0 ( 0.0 )

どちらとも⾔えない 1 ( 10.0 ) 少し⻑かった 2 ( 20.0 )

ある程度習得できた 4 ( 40.0 ) 適切だった 8 ( 80.0 )

⼗分習得できた 5 ( 50.0 ) 少し短かった 0 ( 0.0 )

短かった 0 ( 0.0 )

Eラーニング＋オンライン形式を対⾯講習と⽐較した
理解度の変化 n,(%)

ボランティアのシステムへの反応状況（柏市）
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

登録ボランティア⼈数 1127名 1802名 1,891名 2,153名

公共の場で発⽣した反応なし事例 141 149 - 94

AED GO適応事例 111 73 68 87

AED GO 起動事例（％） 89(80.2) 48(65.8) 37(54.4) 65(71.2)

そのうち実際の⼼停⽌(%) 11(12.4) 4(11.1) 8(21.6) 21(61.0)

ボランティアが⾏動を起こした事例(％) 20(22.5) 9(25.0) 15(40.5) 33(37.9)

事例毎の通知を発送した平均ボランティア数 50.3 71,6 172.3 146.4
事例毎の通知を発送した平均ボランティア数
（現場から1km以内） 5.7 2.8 2.3 2.9

事例毎の⾏動を起こした平均ボランティア数 1.0 1.1 3.1 1.5

AEDを取得した事例 3 0 1 0

現場に到着した事例 19 2 3 4

救急隊より早く現場に到着した事例 8 2 1 0

救急隊より早くAEDを使⽤した事例 0 1 0 0
※2021年4⽉より、司令の合併に伴い運⽤が変化
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実際にシステムに記録された協⼒者た
ちの移動情報の軌跡

図1 管理システム上の画⾯

6
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『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

児童生徒の院外心停止ならびに小児・乳児における AED 使用事例および 

医療従事者への BLS の教育に関する検討に関する研究 

 

研究分担者 太田 邦雄 金沢大学医薬保健研究域医学系医学教育研究センター 

研究協力者 清水 直樹 聖マリアンナ医科大学 小児科 

      新田 雅彦 大阪医科薬科大学 救急医学講座 

      岩崎 秀紀 金沢大学附属病院 周産・母子センター 

 

研究要旨 

AED の一般市民への開放以降、わが国では学校現場へ急速に設置が進み、ほぼ全ての学校

に設置されているだけでなく、特に高校では複数設置も珍しくない。学校現場での心停止発

生は多くはないが、目撃者がいることが多く、バイスタンダーが居て、校内に AED がある

ことから救命率は他の公共施設での発生に比して高いが、教員講習や AED 管理・運用等課

題も山積している。一方で乳児心停止に対する救命率の改善は乏しく、心肺蘇生率は近年横

ばいで胸骨圧迫のみ心肺蘇生割合が上昇していることがウツタイン統計からも明らかであ

る。 
このような背景の中、さらなる救命率の向上のためには、小児・乳児における AED 使用

事例の個々の検討から得られるフィードバックと集積された症例全体から抽出される課題の

改善の両面が必要である。 
本研究班では (1) 児童生徒の院外心原性心停止の病因の解明、(2) 学校心電図検診の精度

の向上、(3) 致死性の不整脈性疾患の臨床像の解明、予測法、治療法の確立を目的とした小

中高校生の院外心原性心停止症例登録 web システムを構築し、小児循環器専門医修練施設・

修練施設群内修練施設 143 施設を対象とした調査を実施した。対象期間は 2017 年 1 月 1 日

から 2021 年 12 月 31 日。24 例が登録され、年齢中央値 11 歳、男児 78%。目撃ある心停止

が 96%、その全例でバイスタンダーCPR が施行され、バイスタンダーAED が 84％に施行、

神経学的予後良好例が 75％であった。学校での発生が 12 例 50％であり、いずれも目撃ある

心停止ではバイスタンダーCPR と AED が施行され、神経学的予後良好であった。24 例のう

ちフォローアップされていた症例は８例 33％であり、肥大型心筋症、左室心筋緻密化障害、

先天性心疾患であった。新規診断例の内訳は QT 延長症候群、カテコラミン誘発性多型性心

室頻拍、冠動脈奇形、肥大型心筋症などであり、このうち安静時心電図での診断が困難な例

は 50％を占めた。今後症例の蓄積と詳細な分析により新たなエビデンス創出が期待される。 
また令和 2 年度に某地方の小学校で発生した心停止例の検討では、バイスタンダーが小児

用（未就学児用）バッドと成人用（小学生〜成人用）パッドに一瞬戸惑いながら、養護教諭

の的確な指導で適切に AED を使用して救命した例を検証し、教員への講習とパッドの扱い
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に関する啓発の重要性がより明確になった。 
一方、COVID-19 パンデミックは、乳児に対する AED 等の一次救命処置のさらなる普及

にも大きな影響を与えたが、with/post コロナ時代における心肺蘇生法の啓発のため、乳児

CPR 自己学習キットを受講生に事前配布し、乳児心肺蘇生法の遠隔オンライン教育を実施し

た。事後アンケートからは遠隔オンライン教育の feasibility が確認され受講生の満足度は高

いことから、今後の発展が期待される。 

 

AED の一般市民への解放以降、わが国では学

校現場へ急速に設置が進み、ほぼ全ての学校に設

置されているだけでなく、特に高校では複数設置

も珍しくない。学校現場での心停止発生は多くは

ないが、目撃者がいることが多く、訓練されたバ

イスタンダーが居て、校内に AED があることか

ら救命率は他の公共施設での発生に比して高い

が、教員講習や AED 管理・運用等課題も山積し

ている。一方で乳児心停止に対する救命率の改善

は乏しく、心肺蘇生率は近年横ばいで胸骨圧迫の

み心肺蘇生割合が上昇していることがウツタイ

ン統計からも明らかである。 

 

A．研究目的 

1．児童生徒の院外心原性心停止登録研究 
(1) 児童生徒の院外心原性心停止の病因の解明  

(2) 学校心電図検診の精度の向上  

(3) 致死性の不整脈性疾患の臨床像の解明、予測

法、治療法の確立 

2. 心停止例事例研究 
AED 使用事例の個々の検討から得られるフィ

ードバック 
3. 乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効果

検証 
 

B．研究方法 

1．児童生徒の院外心原性心停止登録研究 

日本小児循環器学会小児循環器専門医修練施

設・修練施設群内修練施設を対象にしたアンケー

ト調査 

対象期間：2017 年 1 月 1 日から 2021 年 12 月

31 日 
調査内容： 
1）基本情報：都道府県、性別、年齢、学年 
2）イベント情報：年月、時間、場所（学校内の

場所）、発症状況（運動との関連） 
3）発症状況：目撃者の有無、心肺蘇生者、AED

使用の有無、使用者、発症から AED 使用まで

の時間、AED 使用回数 
4）予後：自己心拍再開の有無、時期、生命予後

（１ヶ月生存）、２次予防の治療、１ヶ月時の

神経学的予後 
5）疾患情報：最終診断名、診断方法、既往歴、

家族歴、前兆、学校心臓検診での異常の指摘の

有無、学校での管理区分、過去の学校心電図の

検討の有無、内容 
 

2．心停止例事例研究 

令和 2 年に某地方の小学校で高学年男児が心

停止に陥り、教師達の連携で救命され、学校に復

帰した事例の検証 
 

3．乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効

果検証 

対象は乳児 CPR 自己学習キットを用いた乳児

心肺蘇生法の遠隔オンライン講習会を受講した

保健師および市民。講習後のアンケート調査 
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（倫理面への配慮） 

児童生徒の院外心原性心停止登録研究は、後方

視的観察研究であり、金沢大学医学倫理委員会の

承認を得、個人情報を収集せず実施した。施設

HP 等で研究計画とオプトアウトを周知した。 
 

C．研究結果 

1．児童生徒の院外心原性心停止登録研究 

24 例が登録され、年齢中央値 11 歳、男児 78%。

目撃ある心停止が 96%、その全例でバイスタン

ダーCPR が施行され、バイスタンダーAED が

84％に施行、神経学的予後良好例が 75％であっ

た。学校での発生が 12 例 50％であり、いずれも

目撃ある心停止でありバイスタンダーCPR と

AED が施行され、神経学的予後は良好であった。

24 例のうちフォローアップされていた症例は８

例 33％であり、肥大型心筋症、左室心筋緻密化

障害、先天性心疾患であった。新規診断例の内訳

は QT 延長症候群、カテコラミン誘発性多形性心

室頻拍、冠動脈奇形、肥大型心筋症、特発性心室

細動であった。 
 

2．心停止例事例研究 

〇月〇日、学校での昼食後、高学年男児が教室

で突然卒倒し、その場にいた教員により救命行為

が開始された。一連の行為の中で取り寄せた

AED を受けた教師が、ケース内のポケットに入

っていた小児用（未就学児用）電極パッド・カー

トリッジを開封した。その時本体には既に成人用

（小学生〜成人用）パッド・カートリッジが装着

されていることに気づき、一瞬戸惑った。その場

にいた養護の先生に「大人用ですか、子ども用で

すか？」と確認したところ、「大人用」と言われ、

成人用（小学生〜成人用）パッドを男児の胸に貼

って、音声指示に従って電気ショックを実施した。

次の解析では「ショックは不要」と診断され、さ

らに蘇生を継続するうちに生体反応が回復した。 

3．乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効

果検証 

乳児心肺蘇生法の遠隔オンライン教育には 30
名が参加し、アンケートを回収した（回収率

100%）。講義内容については非常に有意義で良か

った 53%、良かった 33%、普通 10%、その他 4%
であった。 

 

D．考察 

1．児童生徒の院外心原性心停止登録研究 

心停止発生時にフォローされていなかった例

16 例のうち、安静時心電図での診断が困難な例

は 8 例、50％を占めた。発生時運動中もしくは

直後であったのは 7 例であった。 
児童生徒の院外心停止は、高リスク群を完全に

把握することは困難であるが、発生状況、場所や、

現場での対応を含めた詳細な解析によって救命

率の一層の向上が期待できる。 
 

2．心停止例事例研究 

校内での心肺蘇生講習の際には、「小学生には

大人用」という話をしていた。指導的立場と考え

られた養護教諭の的確な指導で救命した事例で

あり、学校管理下心停止の救命率向上には、教員

への講習と未就学児用パッドの扱いに関する啓

発が重要である。 
 

3．乳児心肺蘇生法遠隔オンライン講習会の効

果検証 

受講生の胸骨圧迫についてはモニター画面で

把握できた。一方で人工呼吸については画角の事

前調整が必要であった。対面実習同様にフィード

バック可能であった。 
参加者人数の制限や複数指導者準備あるいは

評価システムの導入が今後の課題と考えられた。 
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E．結論 

今後市民による小児とりわけ乳児に対する

AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体

制構築の促進および二次救命処置の適切な普及

に向けた成果が期待される。 
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2．学会発表 

1) 太田邦雄：学校心臓検診を通じた突然死予防

の取り組み．第 87 回日本循環器学会学術集

会，福岡市，2023 年 3 月 
2) 太田邦雄, 日本小児循環器学会蘇生科学教育

委員会：学校突然死ゼロをめざして～小中高

校生心原性院外心停止症例全国調査～（研究

委員会報告）．第 57 回日本小児循環器学会総

会・学術集会，WEB 開催，2021 年 7 月． 
3) 太田邦雄：学校突然死"ゼロ"を目指して．第

123 回日本小児科学会学術集会，神戸・ウェ
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G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
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2. 実用新案登録 
なし 
3. その他 
なし 
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て～ 
 https://www.gakkohoken.jp/book/ebook/ebo
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2) Mitani Y, Ohta K, Yodoya N, Otsuki S, 

Ohashi H, Sawada H, Nagashima M, 
Sumitomo N, Komada Y. Public access 
defibrillation improved the outcome after 
out-of-hospital cardiac arrest in school-age 
children: a nationwide, population-based, 
Utstein registry study in Japan. Europace, 
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令和２〜４年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED 等の一次救命処置のさらなる普及と検証体制構築の促進および二次救命処置の適切な普及に向けた研究』 

分担研究報告書 

 

市民による AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討ならびに 

二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の検討 

 

研究分担者 森村 尚登 帝京大学医学部救急医学講座 

      玉城  聡 帝京短期大学専攻科臨床工学専攻 

研究協力者 池上 徹則 倉敷中央病院救命救急センター 

      庄古 知久 東京女子医科大学附属足立医療センター救命救急センター 

      田上  隆 日本医科大学武蔵小杉病院救命救急科 

      竹内 一郎 横浜市立大学大学院医学研究科救急医学 

      問田 千晶 帝京大学医学部救急医学講座 

      中村 謙介 日立総合病院救急集中治療科 

      奈良  理 手稲渓仁会病院救命救急センター 

      平松 俊紀 飯塚病院集中治療科 

      藤田  尚 帝京平成大学健康メディカル学部医療科学科 

      藤見  聡 大阪府立急性期・総合医療センター救命救急センター 

 

研究要旨 
【研究目的】1)令和 2 年度に市民による AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討

を実施、令和 3・4 年度において二次救命処置の実施状況の調査と評価指標の検討を行った。： 
【研究方法】令和 2 年度：AED 販売業者 7 社の担当責任者に対して市民による AED 使用事

例の事後検証に関するアンケート調査を実施し、AED 使用事例の事後検証に関する現況と課

題を検証した。 令和 3・4 年度：日本救急医学会診療の質評価指標に関する委員会との合同

会議を通じて、米国の Cardiac arrest center の要件を参考にエキスパートオピニオンに基づ

き、Donabedian の 3 原則が示すストラクチャー、プロセス、アウトカムの各類型の指標案

を策定した。【結果】令和 2 年度：AED 販売業者 7 社のうち、6 社が医療機関・消防機関・

MC 協議会からの AED 内部データ抽出について依頼を受けていた。依頼目的は、4 社が MC
協議会事後検証、3 社が診療方針決定であった。医療機関・消防機関・MC 協議会への年間

総販売数に占める販売業者によるデータ抽出数は 0.4％（69,997 台中 275 件）であった。令

和 3・4 年度：10 の評価領域を設定し、13 のストラクチャー指標、7 つのプロセス指標、6
つのアウトカム指標を設定した。また評点を設定する場合を想定して、実施時の加点対象か

非実施時の減点対象かについても併せて検討した。【結語】①市民による AED 使用実例の

AED 内部データ抽出に関する業務はシステム化しておらず、販売業者ごとに様々な課題を抱

えていることが明らかとなった。市民による AED 使用実例の事後検証とその検証体制の構

築に向けては、全国的かつ組織的な体制の整備が必要であると考えられた。②二次救命処置

の実施状況の評価指標については、その項目ごとに評価方法を決める必要がある。 
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A．研究目的 

A-1．市民による AED 使用事例の事後検証体

制構築に関する検討 

本邦において市民によるAED使用が認可され

て 10 年以上が経過し、使用実数の把握が徐々に

進むなか、使用された AED の波形解析を中心と

した組織的な検証体制の現況についての調査や

検討は十分には実施できていない。本研究は、

AED 販売業者へのアンケート調査を通じて、市

民によるAED使用実例の事後検証とその検証体

制の現況と課題を明らかにすることを目的とし

た。 
 

A-2．二次救命処置の実施状況の調査と評価指

標の検討 

わが国の救命救急センターにおける一次・二次

救命処置の実施状況を調査することを前提に、そ

の質の評価指標を策定する。 
 

B．研究方法 

B-1．市民による AED 使用事例の事後検証体

制構築に関する検討 

2020 年 10 月に、AED 販売業者 7 社の担当責

任者に対するメール送付により、市民による

AED 使用事例の事後検証に関するアンケート調

査を実施した。 
調査は、AED の販売先および年間の販売台数、

AED の設置場所、医療機関や消防機関および当

該行政機関（メディカルコントロール協議会：以

下 MC 協議会）の求めに応じた AED の内部デー

タの抽出依頼の有無と抽出件数、データ抽出の目

的、データ抽出項目と抽出数、データ抽出と受け

渡し方法、データ抽出にかかる時間と費用負担、

データ抽出に関わる課題に関わる設問に対して

回答を得た。各社の回答結果から、市民による

AED 使用事例の事後検証に関する現況と課題を

明らかにした。 

B-2．二次救命処置の実施状況の調査と評価指

標の検討 

日本救急医学会診療の質評価指標に関する委

員会との合同会議を通じて、米国の Cardiac 
arrest center の要件を参考にエキスパートオピ

ニオンに基づき、Donabedian の 3 原則が示す

ストラクチャー、プロセス、アウトカムの各類型

の指標案を策定した。 

 

C．研究結果 

C-1．市民による AED 使用事例の事後検証体

制構築に関する検討 

AED 販売業者 7 社から有効回答を得た（有効

回答率 100％）。 
1）AED 販売先および年間の販売台数と AED デ

ータ抽出数 

法人（会社・学校・公的機関）中央値 1,379
台（最小 96−最大 8,200）、量販店 18台（0−44,000）、
医療機関 628 台（77−7,200）、民間企業 1,696 台

（0−32,000）、個人 30 台（0−150）、その他 51
台（0−1,250）であった。 
2）AED の設置場所 

医療機関・学校・公的機関・民間企業へ設置し

ていると 7 社が回答した。3 社は老健施設や個人

宅も設置場所として回答した。 
3）医療機関・消防機関・MC 協議会からの AED

内部データ抽出依頼の有無と目的 

6 社は内部データの抽出依頼あり、１社は抽出

依頼なしと回答した。依頼ありと回答した 6 社の

うち、全社が医療機関および消防機関から、2 社

が MC 協議会からの依頼であったと回答した。

データ抽出の目的は、4 社が MC 協議会の事後検

証のため、2 社が診療方針決定のため等であった

と回答した。依頼なしと回答した 1 社は、その理

由として、蘇生データの解析ソフトの無償提供に

より業者に内部データの抽出を依頼が必要ない

ためと回答した。 
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4）AED 内部データの抽出数と抽出項目 

医療機関・消防機関・MC 協議会への年間総販

売数に占める販売業者によるデータ抽出数は

0.4％（69,997 台中 275 件）であった。依頼のあ

った抽出データ項目は、6 社が心電図波形、ショ

ックの回数、5 社が時間経過、3 社が音声データ、

2 社は CPR レポートなどの他のデータと回答し

た。 
5）AED 内部データの抽出と受け渡し方法 

データ抽出方法は、赤外線通信 3 社、

Bluetooth® 2 社、メモリーカード 2 社、無線 LAN
または USB ケーブル 3 社であった。受け渡し媒

体は、デジタル媒体が 4 社、紙媒体が 5 社であ

った。受け渡し方法は、1 社がメールで送付、2
社がメール併用（CD-R または FAX、郵送）1 社

が郵送のみと回答した。 
6）AED 内部データの抽出時間と費用負担 

データ抽出にかかる時間は、5 分以内が 3 社、

5〜10 分が 1 社、30 分程度が 1 社であった。デ

ータ抽出の費用負担は、4 社が医療機関、2 社が

消防機関、それぞれ 1 社が企業または設置主であ

ると回答した。 
ある業者は、AED 設置現場への移動やデータ

抽出にかかる時間が1時間以上かつ抽出費用が1
件あたり 25,000 円と回答した。一方で、無償で

内部データを抽出できるソフトウェアをAEDと

同封し販売・提供しているため、データ抽出に関

わる時間および費用負担は販売業者には生じな

いと回答した業者もあった。 
7）AED 内部データの抽出に関わる課題 

販売業者から下記の課題が提示された。 
・個人情報保護の観点から対応が難しい。 
・データ提供の依頼元ごとに依頼理由やデータ提

供までの期間が異なるなど、データ提供に係る

システムが確立していない。 
・AED 内部データの提供は公正取引規約に規定

される便益労務に該当するため、そのデータの

提供には費用請求が伴う。費用負担に係る取り

決めが曖昧なために、データ提供の依頼元との

トラブルが生じている。 
・データ抽出にかかる時間や手間が負担である。 

 

C-2．二次救命処置の実施状況の調査と評価指

標の検討 

10 領域（1.『質の高い』標準的な一次・二次

救命処置、2.ECPR、3. 経皮的冠動脈インターベ

ンション（PCI）、4.体温管理療法（TTM）、5.
心拍再開後の PCAS に対する集中治療、6.予後

判定、7.リハビリテーション、8.臓器提供、9.プ
レホスピタル、10．他院からの転送受入れ）に

ついて検討し、13 のストラクチャー指標、7 つ

のプロセス指標、6 つのアウトカム指標を設定し

た。また評点を設定することを想定し、例えば「必

要かつ不可欠な項目」が実施されている場合をゼ

ロ点とし、それができていない場合には減点を設

定するという項目と、「実施していることが望ま

しい」項目が実施されていなければゼロとし、実

施されている場合には加点する項目の類型化を

試みた（表１）。 
 

D．考察 

D-1．市民による AED 使用事例の事後検証体

制構築に関する検討 

本アンケート調査の結果から、市民による

AED 使用実例の AED 内部データ抽出に関する

業務の全国的な組織化は図られておらず、販売業

者ごとに対応方法や抱えている課題はさまざま

であった。その中でも、AED の内部データ抽出

および提供に関わる課題として主に 2 点が挙げ

られた。 
1 点目は、公正取引規約 第 4 条第 2 号に規定

された「便益労務」および「個人情報保護」の観

点から対応に苦慮している点である。販売業者が

AED 内部データを抽出・提供する行為は、公正

取引規約の規定による「便益労務」に該当するた

め有償対応が求められる。また、抽出データは個
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人情報に該当するため、その取り扱いには法律に

基づく制限が生じる。しかしながら、AED 内部

データの抽出・提供に関わる費用や提供方法に関

して全国的に統一した決まりは存在しておらず、

業者間でも対応は異なるとともに事例ごとに対

応に苦慮している現状が調査から明らかとなっ

た。 
2 点目は、データ抽出に関わる労務が負担とな

っている点である。使用された AED の回収やデ

ータ抽出業務のみならず、依頼元ごとに依頼され

る目的やデータ項目が異なるため事象ごとに異

なる対応を迫られることも負担となっているこ

とが調査から明らかとなった。 
これらの課題の解決にむけて、販売業者を介さ

ずに無償でAED内部データを抽出できる仕組み

の構築など販売業者と中心とした対策は進めら

れていた。しかしながら、全国的で統一された「市

民によるAED使用実例の事後検証とその検証体

制の構築」に向けては、AED 内部データの抽出・

提供に関わる全ての業者、医療機関、および消防

機関を包括し組織的に対応できる体制の構築が

必要不可欠である。 
 

D-2．二次救命処置の実施状況の調査と評価指

標の検討 

評価項目ごとに評点を含む評価方法を決める

必要がある。定性評価にとどめるのか、評点を設

定するかなどについては多くの議論のあるとこ

ろである。また、評点に際し各項目の点数の和を

以て総合力とするか否かについて今後の課題の

ひとつである。 
 

E．結論 

市民による AED 使用実例の AED 内部データ

抽出に関する業務の組織化は図られておらず、

様々な課題があることが明らかとなった。市民に

よるAED使用実例の事後検証とその検証体制の

構築にむけて、全国的かつ組織的に対応できる体

制整備が急務である。 
また、わが国の救命救急センターｊにおける一

次・二次救命処置の質の評価指標について検討し

た。アウトカム指標候補を中心とした継続的な見

直しが必要である。 
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表１ 救命救急センターにおける一次・二次救命処置の質の評価指標素案（Version 1） 
 

評価領域／指標類型 ストラクチャー プロセス アウトカム 

1.『質の高い』標準的な

一次・二次救命処置 

救命救急センターで勤務する

医師・看護師・救命士等スタッ

フの AHA や ICLS の受講率 

ガイドラインやエビセンスに基

づく振り返りの機会を設けてい

る 

目撃あり院外心停止かつ予後

CPC1/2の年間症例数・目撃あ

り院外心停止のうちの予後

CPC1/2 の割合（%） 

マニュアルがある   

2.ECPR 

適応基準と方法についてのマ

ニュアルがある 
ECPR 導入までの目標時間を

設定している 
合併症（内容・件数） 

臨床工学技士(CE)が 24 時間

迅速に対応できる   

3.PCI 
24 時間 365 日施行可能である 

STEMI で、来院から再灌流ま

での目標時間を設定している   

マニュアルがある   

4.TTM 

適応基準と方法についてのマ

ニュアルがある   合併症（内容・件数） 

24 時間 365 日施行可能である   

5.集中治療：PCAS 集中治療専門医がいる 
院内に集中治療の教育体制が

ある 
合併症（内容・件数） 

6.予後判定 

  予後判定を行っている   

  
予後判定を踏まえて、戦略的

な決定をしている   

7.リハビリテーション 

PCAS に早期リハビリテーション

を実施している     

運用マニュアルがある     

専属のリハビリテーションスタッ

フがいる 
    

8.臓器提供 臓器提供マニュアルがある 

蘇生後の患者が脳死とされう

る状態となったときに臓器提供

のオプション提示（意思確認）を

行っている 

心肺停止蘇生後からの臓器提

供が何例あるか？ 

9.プレホスピタル       

 
 

10．他院からの転送受

入れ数     
他院にて蘇生後の転院搬送が

どれくらいあるか  

         
  該当で加点項目      

  非該当で減点項目      

  点数化困難、定性評価対象      
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